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                           小 山 高 司  

  

【要約】 

 米海軍横須賀基地には、在日米海軍司令部や米海軍艦船修理部 SRF などが所在してお

り、日本における米海軍の中心基地である。戦前横須賀市には横須賀鎮守府や横須賀海軍

工廠などが置かれ海軍基地として発展した。戦後この海軍工廠の機能を引き継いだのが米

軍の SRF であった。 

 旧海軍の解体を受けて地元横須賀市では旧海軍施設などを転換させ工業化をすすめる施

策を行ったが、1960 年以降基地の返還が激減したことから横須賀市長は日米両政府に施設

の返還要請を行った。1969 年のニクソン政権の誕生とともにグアム・ドクトリンが採用さ

れ基地縮小が世界的に進むこととなり、横須賀にも基地返還の明るい兆しが見えるように

なった。そして 1970 年末の SCC において横須賀基地は大幅に縮小され、第 7 艦隊旗艦等

は佐世保基地に移動すること、SRF は一部を除いて日本側に返還されることが決まった。 

 一方 1960 年代には米原子力軍艦とりわけ原子力潜水艦及び原子力空母の日本への寄港

が問題となった。最初の提案は 1961 年の日米外相会談でノーチラス型原潜の日本寄港を

求められたことであった。数年にわたる日米間の交渉、手続きを経て最初の原潜は 1964

年 11 月佐世保基地に入港した。原潜寄港の日常化の動きがすすむ中、原子力空母の日本

寄港が新たな日米間の課題となった。原潜寄港の際と同様な交渉、手続きを経て空母エン

タープライズは 1968 年 1 月 19 日に佐世保基地への入港を果たした。 

1971 年に入り予算状況も好転したことから米海軍は横須賀残留に向けて動き出す。同時

に海軍内部では海外基地を空母の「母港」とする計画が浮上しており、その第 1 弾として

佐世保を駆逐艦部隊の「母港化」することを求めた。国務省は、佐藤総理の要望である横

須賀残留は可能性があるが、空母の「母港化」は政治的影響、住宅問題に加え核の問題が

あると見ていた。横須賀残留については、日本側が好意的な反応を示したため、3 月末に

日米政府は SRF 返還を先送りするとともに、第 7 艦隊等の佐世保移駐中止に合意した。 

そして 7 月に日本を訪問した米国防長官は日本政府関係者との会談で駆逐艦及び空母の

「母港化」を提案した。8 月末には日本側は駆逐艦部隊の横須賀「母港化」に同意した。

一方第 2 段階の空母の母港化については、1972 年 7 月の田中政権発足まで日米間で慎重

に検討が進められ、SRF 返還問題と絡めて地元横須賀市の事前了解を 10 月に得たうえで、

11 月に正式に了承された。翌年 10 月空母ミッドウェーは新たな「母港」になった横須賀
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基地に入港した。 

 

はじめに 

 

 本稿では、1970 年代初頭の米海軍横須賀基地に米海軍航空母艦（以下、「空母」という。）

を継続的に寄港させるとともにその乗組員及びその家族を基地及びその周辺に居住させて、

いわゆる母港とする「母港化」の動きについて、それに先立つ横須賀基地をはじめとする

米軍基地をめぐる状況及び日本への米軍原子力軍艦特に原子力潜水艦及び原子力空母の寄

港をめぐる動きをあわせて見ることで、これがいかに実現したかを見てみた。 

空母「母港化」の問題については、既に日米関係の観点からとらえた研究や、核と事前

協議制度の観点からの研究、米軍の軍事プレゼンスの縮小と軍事協力の観点からの研究が

ある1。本稿ではこうした論点とともに、地元横須賀市の動きを視点に加えることで米海軍

横須賀基地をめぐる一つの問題として空母「母港化」をとらえた。 

 米空母の「母港化」については、その当初の計画では、日本以外にも地中海、北欧、東

南アジアなど数カ所が予定されていたが、結局実現したのは横須賀基地においてのみであ

った。また配備当時には 3 年ともされた初代空母ミッドウェーの配備はその後 18 年近く

にわたるとともに、それ以降も空母インディペンデンス、空母キティ・ホークと通常型空

母が配備された後には、空母ジョージ・ワシントン、空母ロナルド・レーガンと原子力空

母が 2 代にわたり母港とするなど、横須賀基地の空母「母港化」は 40 年以上にもわたり

継続してきている。 

 打撃力を米軍に依存する我が国にとって米海軍の空母機動部隊は、抑止力の要ともいえ

る存在である。他方でその攻撃力は核兵器を含む若しくは核兵器を中心とするものともさ

れていたことから、空母の「母港化」は、いや応なく核をめぐる議論を惹起させることと

なった。空母「母港化」までの動きを扱う本事案をみることで、基地問題解決のための一

助が得られれば幸いである。 

 

                                                      
1 小谷哲男「空母『ミッドウェイ』の横須賀母港化をめぐる日米関係」『同志社アメリカ研究』第

41 号（2005 年）は、空母「母港化」の問題について主として米側資料を用い日米関係を中心にまと

めたもの。豊田祐基子『日米安保と事前協議制度』（吉川弘文館、2015 年）は、「事前協議制度」を

包括的に分析しており、米原潜の寄港、空母エンタープライズの寄港、空母母港化について考える上

で参考となる。吉田真吾『日米同盟の制度化』（名古屋大学出版会、2012 年）は米軍の軍事プレゼン

ス縮小と軍事協力の模索の視点から空母「母港化」を見たもの。研究書ではないが、長尾秀美『日本

要塞化のシナリオ』（酣燈社、2004 年）の著者は、発行当時米海軍報道官であり、米空母の母港化に

ついてその発端から横須賀、佐世保、厚木の地元の状況、日米両政府の動きまでを様々な資料（ただ

し、出典情報が示されていないものも多い。）に基づいて記述している。 
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１ 1970 年前後の米海軍横須賀基地をめぐる動き 

 

（１）1968 年の在日米軍基地再編までの動き 

 

a 神奈川県横須賀市には、235 万平方メートルを越える面積の横須賀海軍施設

（FAC-3099）をはじめとして、弾薬庫である浦郷倉庫地区（FAC-3117）、貯油施設であ

る吾妻倉庫地区（FAC-3090）、保安、係留、投錨地である横須賀海軍施設水域（FAC-3099）、

自衛隊施設を共同使用している長坂小銃射撃場（FAC-3104）が所在している2。更に周辺

の横浜市、逗子市にも関連施設が所在しており3、これらを総称して米海軍横須賀地区と呼

ぶ。 

 その中心である横須賀海軍施設には、在日米海軍司令部、米海軍横須賀基地司令部、米

海軍艦船修理部（SRF）、米海軍横須賀病院や住宅その他関連施設が所在しており、在日

米軍の中枢施設であるとともに、横須賀基地をいわゆる母港とする米第 7 艦隊の支援施設

となっており、日本における米海軍の中心基地である。 

 横須賀が海軍基地として発展する礎となったのは、1865 年の横須賀製鉄所建設であり、

横浜に置かれていた東海鎮守府が 1884 年に横須賀に移転し、横須賀鎮守府と改称して以

降、日本海軍の一大基地として、敗戦まで発展した4。この間、横須賀製鉄所は、1871 年

に横須賀造船所と改称された後、1903 年に横須賀海軍工廠となり 1945 年に廃止されるま

で 80 年にわたり海軍の造船所として継続した5。1944 年に世界最大の空母「信濃」を竣工

するほか、戦艦、空母を初め多くの艦艇がここで建造された。当初、大和型戦艦三番艦と

して計画された「信濃」の建造のため、機密保持に適した場所が選定され、日本最大の乾

船渠（ドック）である第六船渠（長さ 336 メートル）も建設された6。 

 敗戦時には横須賀市内には 142 カ所の海軍及び陸軍の施設が置かれており、その面積は

約 1,750 ヘクタールで、全市域の 18 パーセントにも及ぶ膨大な地域を占めていた7。米軍

による横須賀進駐は、1945 年 8 月 30 日に行われ、13,000 名の海兵隊員が横須賀軍港に上

陸した8。9 月には、米海軍横須賀基地司令部が設置され9、10 月の横須賀海軍工廠の廃止、

                                                      
2 「米軍関係施設の概要」『横須賀市と基地』（横須賀市政策推進部基地対策課、2014 年 11 月 21
日）。横須賀市ウエッブサイトにて取得。 
3 『神奈川の米軍基地』（神奈川県政策局基地対策部基地対策課、2007 年 8 月）26、74 頁。神奈川

県ウエッブサイトにて取得。 
4 横須賀市編『新横須賀市史 通史編 近現代』（横須賀市、2014 年）143、371 頁。 
5 横須賀海軍工廠の歴史については、同上 330－353 頁を参照。 
6 同、644‐645 頁。 
7 「神奈川新聞」1973 年 11 月 20 日。 
8 横須賀市編『横須賀市史 市制施行 80 周年記念 上巻』（横須賀市、1988 年）566 頁。 
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11 月の横須賀鎮守府の廃止により横須賀基地は名実ともに米海軍の拠点へと変化するこ

とになる10。 

 

ｂ 旧海軍工廠は、小規模ながら空襲を受けるなどしたこともあり、施設の荒廃が進んで

いた11。このため旧海軍工廠関係者らによる残務処理が継続されていたが、連合国軍艦艇

の維持補修業務の必要性が出てきたことから、関係者のうち 150 名が残留することになっ

た12。1946 年頃米海軍では、「旧海軍工廠の機能を再利用して恒久的艦船修理工場」にす

る動きがみられ、「旧軍技術者の能力をも必要とした」ことから、これら要員が集められ

1947 年 4 月には、米海軍艦船修理廠（SRF：U.S. Naval Ship Repair Facility Yokosuka, 

Japan）が誕生し、同年暮れには従業員 1,000 名を超える大工場となった13。 

 一方、明治以降長年にわたり横須賀鎮守府が置かれ軍港都市として発展してきた横須賀

市は、旧海軍の解体、米軍による施設の接収を受けて「新しい途」をさぐることとなった14。

1945 年 9 月に梅津芳三横須賀市長を会長とする横須賀市更正委員会が設置され、「戦後の

更正諸施策を調査審議」をすすめ、年末には横須賀市更正対策要項を作成した。同要項で

は、「戦火を免れ」た軍施設の存在を横須賀市更正の絶好の条件として、工業の振興、商業

の振興、港湾の整備など 7 項目の対策を打ち出していたが、その大半は軍施設の転換を前

提としていた15。1947 年には追浜地区の旧第一海軍技術廠地区の一部が接収解除となり、

民間企業が進出を果たした16。 

 さらに横須賀市同様に海軍鎮守府が置かれていた佐世保、呉、舞鶴の各市からなる旧軍

港四市の市長が連名で 1949 年 4 月に旧軍港市所在の旧軍用財産の処理に関する特別措置

の請願を国会に提出し、採択された17。これを受けて翌年 4 月には旧軍港市転換法（昭和

25 年法律第 220 号）が衆議院で可決成立し、憲法第 95 条に基づく 6 月の住民投票を経て

同月末に公布施行された。これにより旧軍港四市は、「平和産業港湾都市」に転換するため

の計画、事業を策定し、この事業に必要な旧軍用財産の無償譲渡（譲与）を国から受ける

法的根拠を持つこととなった。 

                                                                                                                                               
9 横須賀市編『新横須賀市史 資料編 近現代Ⅲ』（横須賀市、2011 年）1121 頁。 
10 横須賀市編『横須賀市史〈別巻〉』（横須賀市、1988 年）170‐171 頁。 
11 『新横須賀市史 通史編 近現代』、735 頁。 
12 同、742 頁。 
13 同、743‐744 頁。 
14 同、745 頁。 
15 同、746‐747 頁。 
16 『横須賀市史 上巻』、580 頁。これにより横須賀市の年間製造品出荷額等は 3 年間で 6 倍に増加

した。 
17 同、583－586 頁。 
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この結果 1955 年までの 5 年間に、横須賀市所在の旧軍用財産について 38 件、162 万平

方メートルの処理決定が行われた。そして同法施行後 10 年となる 1960 年までには、公共

施設用地として 242 万平方メートルが譲与、譲渡され、民間企業に 264 万平方メートルが

払い下げられるなどにより計 815 万平方メートルの旧軍用財産の転用がはかられた18。こ

れは当時の市域の 8.4 パーセントに相当し、旧軍用財産の 43 パーセントに当たるものであ

った。 

 

c  しかしながら 1962 年に入ると「米軍基地の返還は激減」することになる19。1961 年 1

月に就任したケネディ（John F. Kennedy）大統領は、前政権での核兵器に依存する大量

報復戦略に代わり、「通常兵力を拡充することであらゆる軍事的事態に対応する柔軟反応戦

略を採用」した20。そして基本的な国家安全保障政策の中で「日本を北米、西欧と並んで

重視し、日本が相応の国際的な役割を担う」ことを求め、国務省の文書であるアメリカの

対日政策・行動指針」では、日本が「東アジアにおける主要な同盟国」であり、「アメリカ

の重要な軍事施設の受け入れ国」として大きな期待を示した。そして安全保障、軍事面で

は、「極東に所在する米軍への後方支援を主に提供することに応じ得る在日米軍の基地及び

兵力のレベルにつき日本の同意を維持する」ことを目標としていた21。 

 当時の横須賀市長は、1957 年に現職の梅津市長を破り当選した革新系の長野正義前教育

長が、再選を果たし二期目をつとめていた22。長野市長は革新系なるも産業振興による都

市づくりに積極的に取り組む姿勢を見せていた23。そして 1962 年 11 月には横須賀市総合

開発計画方針を発表するが、これは工業地帯の開発、道路及び港湾施設の健全な第 3 次産

業の発達などを開発の目標に据え、埋立による臨海工業地帯造成をめざすものであった。

この年の 3 月には、1959 年に一部返還された追浜地区（米陸軍追浜兵器廠などが使用。

敗戦までは横須賀海軍航空隊、第一海軍技術廠が所在。）に日産自動車株式会社が追浜工場

を建設していた24。 

 長野市長は、1964 年 3 月の市議会本会議での施政方針演説において、「業界より要望の

あります追浜の継続接収地、久里浜倉庫地区接収地の解除促進をはかる」ことを「今後の

                                                      
18 横須賀市編『横須賀市史 市制施行 80 周年記念〈下巻〉』（横須賀市、1988 年）212 頁。 
19 同、168 頁。 
20 五百旗頭真編『日米関係史』（有斐閣、2008 年）211‐213 頁。 
21 細谷千博外編『日米関係資料集 1945－97』（東京大学出版会、1999 年）531 頁。 
22 『横須賀市史 下巻』、25－26 頁。長野市長の出馬の経緯については、長野正義『横浜・横須賀

六十年 私の歩んできた道』（秋山書房、1986 年）83-87 頁を参照。 
23 『新横須賀市史 通史編』、850 頁。 
24 『横須賀市史 別巻』、193、195 頁。 
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産業開発計画」の第一として挙げていた25。また接収の解除の要請にあたっては、全面的

解除ということだけでなく、「その企業の計画も具体的に持って迫って行く」ことを表明し

ていた26。そして 5 月には市議会に基地関係の問題を審議する委員会として市政特別対策

委員会も設置された27。 

 翌 1965 年 5 月に横須賀市は防衛庁に対し、久里浜倉庫地区、追浜海軍航空隊施設、海

軍兵員クラブ等 6 施設の返還を求める要請を行なった28。更に 10 月に日米市長・商工会議

所会頭会議出席のため訪米した長野市長は、ニッツ（Paul H. Nitze）海軍長官に面会して、

直接これら接収施設の返還を要請した29。しかしながら翌1966年2月にジョンソン（Frank 

L. Johnson）在日米海軍司令官から「施設は最大限に使用されているので、日本政府が代

替施設を提供できなければ、要請は受け入れられない」旨の回答があり、要請の成果は得

られなかった。 

 

d 1968 年 3 月の施政方針演説で長野市長は、「接収地の解除を得て、これを転換する以

外に方途なき本市」と横須賀市を位置付け、追浜地区及びその制限水域の接収と制限の解

除を要望する意向を改めて示した30。そして同月の与党からの代表質問に対し「基地の一

部解放につきまして、…これは私の執念」と答弁し、接収解除に向けての強い意思を表明

していた31。 

 だが、前年 8 月に長野市長を訪問した久保一郎横浜防衛施設局長から横浜本牧住宅地区

の住宅 427 戸の移転先として米軍が横須賀地区を考えていることが示されていた32。一方

で市議会においては1966年1月に米軍住宅の長井地区移転反対方に関する決議を採択し、

横須賀地区への住宅の移転に絶対反対の意向を既に表明していた33。 

 こうした中、1968 年 7 月の市議会一般質問での答弁で長野市長から基地内の泊湾を埋

                                                      
25 神奈川県横須賀市議会編『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』（神奈川県横須賀市議会、2006 年）

458 頁。 
26 同、299 頁。 
27 神奈川県横須賀市議会編『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（2）』（神奈川県横須賀市議会、2006 年）

984 頁。 
28 神奈川県横須賀市議会編『横須賀市議会史 記述編Ⅰ』（神奈川県横須賀市議会、2005 年）964
頁。 
29 横須賀商工会議所編『横須賀経済経営史年表 新版』（横須賀商工会議所、1990 年）201 頁。 
30 『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、459 頁。 
31 同、303 頁。 
32 神奈川県横須賀市議会編『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』（神奈川県横須賀市議会、2006 年）964
頁。 
33 神奈川県横須賀市議会編『横須賀市議会史 資料編Ⅱ（2）』（神奈川県横須賀市議会、2005 年）

537 頁。 
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立てし、そこに住宅を建設するとの防衛施設庁の意向が示された34。8 月の市政特別対策

委における報告を経て、9 月には文書により正式に泊湾埋立地への横浜海浜住宅旧 1 号地

区（横浜本牧住宅）の移転の申し入れが行われた。市議会ではこの問題を審議する泊湾埋

立特別対策委員会を設置し、委員全員による米軍横須賀基地の現地視察を行うなどして検

討をすすめた。 

 この 1968 年は米原子力空母の佐世保寄港や米軍戦闘機の九州大学構内への墜落事故な

ど基地をめぐり様々な問題が生じた年であり、日米両政府は在日米軍基地の整理縮小に向

けた動きを示していた35。米側では 7 月上旬に国務、国防両省から駐日米国大使、太平洋

軍司令官、在日米軍司令官に対し、9 月までに在日米軍基地の見直しを行うように求める

公電が出ていた36。この中でワシントンは、「できる限り日本政府の負担により関東平野そ

の他の人口密集地における基地の移転の可能性を探る」ように指示していた。9 月中旬に

開催された第 5 回日米安全保障事務レベル協議（SSC）において初めて基地問題が議題と

して取り上げられ、在日米軍の整理縮小に向けた動きが始まった37。12 月 23 日に開かれ

た第 9 回日米安全保障協議委員会（SCC）で正式に日本側に示された米側の再編案では、

54 基地を返還若しくは移転可能性がある基地としていた38。その中には、横須賀基地関連

として、横須賀海軍埠頭（全面返還）、長坂小銃射撃場（米軍の一時使用を条件として返還）、

久里浜倉庫地区（代替施設の提供を条件として返還）も含まれていた39。 

 同日長野市長は有田喜一防衛庁長官らに対して久里浜倉庫地区の全面返還を要望した40。

これは、「水面下の折衝で、泊湾埋め立ての見返りとして CPC 倉庫地区（久里浜倉庫地区

のこと。）が返還されるという情報がもたらされた」ためであった。一方泊湾埋立地への移

転について泊湾埋立特別対策委員会では、11 月に増田甲子七防衛庁長官らに「現段階では

これを容認することができない」とする決議書を提出していた41。しかしながら 12 月 28

日に久保横浜防衛施設局長から長野市長に対し、防衛施設庁としても久里浜倉庫地区の返

還実現に努力する旨の回答があった。これを受けて同日開催の泊湾埋立特別対策委員会に

おいて久里浜倉庫地区の返還の見通しが立ったとして、「これを大局的に基地の集約統合に

                                                      
34 『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』、351－352 頁。 
35 この動きについては、川名晋史「68 年基地問題と再編計画の始動」『近畿大学法学』（第 61 巻第

2・3 号、2013 年 12 月）を参照。 
36 Outgoing Telegram from Department of State to Amembassy, Tokyo, CINCPAC, COM USFJ, 
July 8, 1968. 石井修外監修『アメリカ合衆国対日政策文書集成第 12 期 日本外交防衛問題 1968 年 
第 7 巻（以下同一期については、集成第○期 第○巻と略記。）』（柏書房、2003 年）54－55 頁。 
37 川名「68 年基地問題と再編計画の始動」、277 頁。 
38 同、291‐292 頁。 
39 同、294‐295 頁。 
40 『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』、359 頁。 
41 同、353 頁。 
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通ずるものとして評価」して、泊湾埋立を認めることを多数決で決した。同日市長は、横

浜防衛施設局長に対し横浜海浜住宅地区の住宅移転につき趣旨に沿うよう努力する旨を回

答した42。これにより長らく停滞していた横須賀市に置ける米軍基地返還に向けた動きが

出ることとなる。 

 

（２） ニクソン政権誕生以降の米軍基地をめぐる動き 

 

a 1969 年 1 月 20 日にニクソン（Richard M. Nixon）が、8 年ぶりの共和党大統領に就

任する。ニクソン大統領は、「ソ連とのデタント、ヨーロッパとのパートナーシップ、対中

接近を含むアジアでの方針転換など大胆な構想」を持っていた43。翌 21 日には早くも国家

安全保障会議（NSC）に対し、「対日政策方針の文書の準備を指示」した44。これを受けて

5 月下旬に決定された国家安全保障決定覚書第 13 号（NSDM13）「対日政策」において、

「重要な基地機能を維持しつつ大きな摩擦を減少させるために、在日米軍基地の構造及び

活動の漸進的な変更を継続する」との方針を決めた45。 

 決定に先立ち担当者レベルでは、決定された方針のほかに、「現状維持」及び「急速な基

地の削減」という選択肢を提示していた46。急速な基地の削減には、日本における反基地

感情の低下、米国の軍事支出の削減、日本の防衛負担増加などの利点があるとされたが、

「日本に米国が提供する安全の信頼性に疑義を抱かせることを嫌った」ためにこの選択肢

は選ばれなかったとされる。 

 7 月上旬に開かれた第 10 回 SCC では、前年末の SCC 決定の進捗状況が議題となり、

50 基地のうち「20 については手続が完了したが、残りの 30 ヵ所のうちいくつかの返還に

ついては困難」があるとされた47。この会議に先立ち有田防衛庁長官に就任の挨拶を行っ

たマイヤー（Armin H. Meyer）駐日米国大使は、不要不急の基地をいつまでも置く考え

はないとしつつ、抑止力の見地から必要な基地は置くとの考えを示していた48。 

 同月下旬にグアム島を訪問したニクソン大統領は、記者会見で 70 年代にむけた米国の

外交原則を明らかにした49。それは、アジア諸国との条約上の義務は遵守するが、核兵器

による脅威を除いては、アジア諸国自身で自らの防衛問題に対処すべきとする原則（グア

                                                      
42 横須賀市渉外部編『横須賀市と基地』（横須賀市渉外部、1986 年）15 頁。 
43 大嶽秀夫『ニクソンとキッシンジャー』（中央公論新社、2013 年）7 頁。 
44 中島琢磨『沖縄返還と日米安保体制』（有斐閣、2012 年）140 頁。 
45 『日米関係資料集』、777 頁。 
46 吉田『日米同盟の制度化』、162-163 頁。 
47 アーミン・H・マイヤー『東京回想』（朝日新聞社、1976 年）90 頁。 
48 『読売新聞』1969 年 7 月 9 日夕刊。 
49 『日米関係資料集』777-785 頁。 
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ム・ドクトリン、後にニクソン・ドクトリン。）であった。米国務省は、日本に対しこの原

則には「米国の消極姿勢を示した側面」もあるとの説明を行った50。こうした姿勢は、10

月中旬に開催された第 6 回 SSC において米側から「安保条約の目的に即し基地は最小限

にする」との意向が示されたことにも表れていた51。 

 さらに 10 月下旬にはレアード（Melvin R. Laird）国防長官が、米国内外の 307 の基地

を閉鎖もしくは縮小する旨の発表を行った52。これに先立ち在日米軍司令部では 10 月上旬

に米空軍基地の従業員 1,000 名余りの整理を防衛施設庁に通知していた53。さらに下旬に

なり在日米陸軍司令部は予算の制約から基地に働く日本人従業員 1,300 名（うち神奈川県

内が約 1,000 名。）を解雇することを発表した54。グアム・ドクトリンで示された方向性が

具体的な形で基地の現場で姿を示し始めた。 

 

b 1969 年 7 月の市長選挙で長野市長は 4 選を果たすが、「市長在任 4 期でやめる決意を

していた」ためこれが最後の任期であった55。下旬に開かれた市議会本会議で所信を表明

した長野市長は、「本市産業発展のために、駐留軍接収地の一部解除の促進をはかること」

をその所信の筆頭にあげていた56。 

 一方でこうした「市長の返還実現への意欲とは裏腹に、その進展が一向にみられなかっ

た」とみた市議会では 8 月に米軍基地施設の返還要望に関する決議を全会一致で可決し、

政府に対し未返還の米軍基地の早期返還への配慮を求めた57。これに対し 10 月に訪米した

長野市長は国防省を訪問し、かねて顔見知りであったチャーフィー（John H. Chafee）海

軍長官及びムーラー（Thomas H. Moorer）海軍作戦部長に面談し、追浜、久里浜倉庫地

区などの返還や、従業員解雇への配慮を求めたほか、横須賀地区への住宅集約計画に対し

反対を表明した58。 

 11 月の市議会一般質問で、この月に初めて作られた横須賀市総合開発基本計画と基地と

の関係を問われた長野市長は、「将来において、やはり米軍基地というものは、全面的に撤

去されるべきもの」しつつ、「実際の市政の問題におきましては、あくまでも現実をふまえ

てやっていかなければならぬ」と答弁し基地返還については現実的な取り組みを重視する

                                                      
50 吉田『日米同盟の制度化』、138 頁。 
51 『読売新聞』1969 年 10 月 16 日。 
52 同、1969 年 10 月 28 日夕刊。これにより年間 6 億 900 万ドルの節約を見込んでいた。 
53 同、1969 年 10 月 8 日。 
54 同、1969 年 10 月 24 日。 
55 長野『横浜・横須賀六十年』、125 頁。 
56 『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、459 頁。 
57 『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』、361 頁。 
58 長野『横浜・横須賀六十年』、186-187 頁。両者ともかつて横須賀基地に勤務していた。 
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考えを示した59。 

 12 月中旬の市政特別対策委員会において、久里浜倉庫地区について議会と理事者側が協

力して早急に全面解除の運動をする必要が認識され、両者が協力して政府、米軍に働き書

けることが決まった60。 

 

c 1970 年に入ると米軍基地をめぐる動きは横須賀基地においても具体的に現れ出す。1

月 6 日に在日米海軍司令部から神奈川県渉外部に対して横須賀基地の艦船修理部に勤務す

る日本人従業員 2,400 名のうち 500 名を解雇するとの連絡があった61。前年の空軍、陸軍

関係の解雇に続くもので、横須賀基地への艦船の入港が減り、作業量が減少したことが理

由とされた。13 日には 473 名の 4 月 1 日付の解雇が正式に通告されたが、同日開催され

た横須賀市駐留軍離職者対策協議会（会長は長野横須賀市長）の緊急会議では、小佐野皆

吉商工会議所会頭から条件が合えば3,000名の雇用が可能との明るい見通しが示された62。 

 一方久里浜倉庫地区の返還については、27 日の市政特別対策委で市長らから報告があっ

たが、「早期解除は望めない悲観的材料が多く」、結局 1970 年予算において代替施設建設

経費（総額 48 億円）の初年度分 9 億 4 千万円の計上はなく、調査費 1,100 万円が復活折

衝で認められるにとどまった63。これに対し横浜海浜住宅地区については、移転集約費約 2

億円が認められ、泊湾埋立工事が着手される見通しになった。 

 長野市長は 2 月中旬の記者会見で米軍基地に遊休施設が出るとの見通しの上で、「市議

会、本県選出の衆参両院議員の協力を求めて、接収解除運動を激しく展開」するとの意向

を示した64。また 3 月の市議会代表質問で長野市長は、基地問題の今後の対応として「日

本政府に直接いろいろな計画の上に立って、強く要請」するとともに、「必要あらばまた在

日司令部に折衝する」と答弁し、政府への働きかけの意向を改めて表明した65。 

 横須賀市は市域内の米軍基地全般の見直し作業を行い、5 月初めに長野市長、板倉等市

議会議長連名の提供施設の返還、防衛施設の集約移転についての要望書にまとめ、これを

佐藤榮作内閣総理大臣はじめ関係先に提出した66。ここには久里浜倉庫地区、旧追浜海軍

航空隊施設、海軍兵員クラブなど従来から返還を要望中のものに加え、新規の返還要求と

して艦船修理部を民間企業に再編成することなど計 10 施設の名前をあげていた。6 月初め

                                                      
59 『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、377 頁。 
60 『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』、361 頁。 
61 『神奈川新聞』1970 年 1 月 7 日。 
62 同、1970 年 1 月 14 日。 
63 同、1970 年 1 月 28、30 日。 
64 同、1970 年 2 月 20 日。 
65 『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、386 頁。 
66 『横須賀市史 下巻』、170 頁。 



小山 米海軍横須賀基地の米空母「母港化」について 

11 

に開かれた市議会全員協議会でこの要望書につき説明を行った長野市長は、艦船修理部は

旧海軍工廠以来の技術者も多く、この労働力を結集することで船舶修理の企業組織をつく

ると説明していた67。 

 市の要請を受けて 6 月 30 日の持ち回りの日米合同委員会で旧追浜海軍航空隊施設約 25

万平方メートルの横須賀市へ返還と残り約 20 万平方メートルの海上自衛隊との共同使用

が決まった68。さらに 8 月下旬の市政特別委において長野市長から上記追浜地区の返還に

あわせ、久里浜倉庫地区の全面接収解除が本決りしたとの報告があった69。このように横

須賀市においては 1970 年半ば以降、「基地返還について明るい兆し」が見えるようになっ

た。 

 

d 就任 2 年目のニクソン大統領は 1970 年 2 月 18 日に発表した外交教書において、前年

7 月のグアム・ドクトリンの内容をニクソン・ドクトリンとして改めて公表した70。その

中では、「アジアの友好国、特に日本がアジア地域の平和の進展のためにより大きな責任を

担う地位にあること」を強調していた。そして 7 月上旬には在韓米陸軍第 7 師団の韓国か

らの撤退が発表されるなど在外米軍をめぐり具体的な動きが出始める71。 

 7 月下旬に行われた第 7 回 SSC では、この在韓米軍の撤退問題とともに在日米軍基地の

共同使用について協議が行われ、ケース・バイ・ケースで個々の基地ごとに検討すること

となった72。この問題は 1 月中旬に発足した第 3 次佐藤内閣で防衛庁長官に就任した中曽

根康弘長官のかねての持論でもあった73。これに対して地元に基地を抱える知事の集まり

である渉外関係主要都道県知事連絡協議会の会長をつとめる津田文吾神奈川県知事らが佐

藤総理を 7 月末に訪問し、基地の整理縮小を促進するとともに自衛隊への移管を必要最小

限度にとどめ、地元による利用を優先させることを求めた74。 

 8 月中旬にマイヤー米大使はワシントンに公電を送り、「日本における基地の縮小問題に

ついては、よく調整された、かつ長期的な観点から取り組みをしてほしい」との要請を行

った75。これは、前年末のレアード国防長官の予算削減指示により、各軍がばらばらの措

置をとり、「日本駐留の部隊についても大ナタが振るわれて、第 7 艦隊の母港である横須

                                                      
67 『神奈川新聞』1970 年 6 月 4 日。 
68 『神奈川新聞』1970 年 7 月 1 日。 
69 『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』、364 頁。 
70 『日米関係資料集』、800-805 頁。 
71 『読売新聞』1970 年 7 月 9 日。吉田『日米同盟の制度化』、156 頁。 
72 同、1970 年 7 月 29 日。 
73 この時期の共同使用の問題については、吉田『日米同盟の制度化』、150-153 頁を参照。 
74 『神奈川新聞』1970 年 7 月 31 日。 
75 マイヤー『東京回想』、87-88 頁。この公電はワシントンで「大型高性能爆弾」と評された。 
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賀も放棄しなければならない恐れ」があるとの状況への懸念からであった。 

 国務省からの削減計画を日本政府に伝えるようにとの指示を受けて、8 月末の愛知揆一

外相とマイヤー大使との会談において、70 年代の在日米軍基地に関する米国政府の考え方

が日本側に伝えられた76。その中では「米国は、予算的な制約とニクソン・ドクトリンに

より在日米軍基地の集約の用意がある」とし、この集約により「日本における米軍の運用

はかなり大規模に減少（日本人従業員の大幅削減を含む。）する」としていた。そして「北

西太平洋における第 7 艦隊の空母及びその他部隊を維持する」としつつ、「例えば厚木航

空基地、板付航空基地及び横須賀海軍基地の一部における運用ははっきりと減少する」と

述べていた。 

 こうした米側の動きについて 9 月 9 日に記者会見をした辻一三佐世保市長は、横須賀の

米第 7 艦隊司令部が佐世保に移駐するとの見通しを明らかにした77。同月中旬に訪米した

中曽根防衛庁長官は、レアード国防長官やジョンソン国務次官らと会談を行うが、レアー

ド長官からは在日米軍基地のさらなる削減が示された78。またジョンソン次官との会談で

中曽根長官は、「核抑止力が完全で、第 7 艦隊がプレゼンスを維持し、米空軍が再入（リ・

エントリー）権を持てば、米国による関与に対する日本の信頼を失う恐れはない」とのべ

た79。そして米軍基地の共同使用に関連して、「横須賀基地の SRF は十分に活用されてお

らず」、一つの運用例として、「米海軍及び海上自衛隊の艦船が優先的に使用するとの理解

の下に日本政府がこれを引き継ぎ、民間企業に使用させる」ことを挙げた。9 月下旬に帰

国した中曽根長官は記者会見を行うが、第 7 艦隊の佐世保移駐については、「そのような

ことはないと思う」と否定していた80。 

 

e  しかしながら 11 月 16 日に行われた愛知・マイヤー会談において米側から再編計画が

示されたが、三沢基地、横田基地からすべての戦闘機が他基地に移駐するほか、横須賀基

地に配備の第 7 艦隊旗艦を佐世保に移駐し、横須賀艦船修理部を返還するが米海軍の使用

は続けることで、1971 年末までに横須賀基地の運用を縮小させるとの米海軍の計画が示さ

れた81。既に防衛庁は基地管理協議会（会長江藤淳防衛庁参事官）を 10 月初めに設置し、

                                                      
76 A-938, AmEmbassy Tokyo to Department of State, “Coodinated Approach to US Base 
Reductions in Japan,” September 17,1970, 石井修外監修『アメリカ合衆国対日政策文書集成第 15
期 日本外交防衛問題 1970 年 第 6 巻』（柏書房、2004 年）76-78 頁。 
77 『朝日新聞』1970 年 9 月 10 日。 
78 レアード長官との会談については、吉田『日米同盟の制度化』、164-165 頁を参照。 
79 State149643, Department of State to AmEmbassy Tokyo, "Nakasone Visit," September 12, 
1970, 『集成第 15 期 第 3 巻』、76-77 頁。 
80 『神奈川新聞』1970 年 9 月 21 日。 
81 A-1117, AmEmbassy Tokyo to Department of State, “DoD Installation and Activity 
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米軍再編に防衛庁が関与する体制を作っていた82。 

 年末の SCC での決定を目指して日米間で再編問題を協議する基地再検討委員会におけ

る協議が 11 月 27 日に開始された83。日本側は安川壮外務審議官を長に外務省、防衛庁、

防衛施設庁の責任者が、米側はスナイダー（Richard L. Sneider）公使を長に大使館、在

日米軍、第 5 空軍の責任者が参加した。三沢、横田、板付、厚木、横須賀、上瀬谷の各基

地ごとに問題点が議論された。第 1 回会議では、横須賀基地に関して、原潜の修理場所、

横浜での基地返還の程度、6 号乾ドック以外の施設使用要求の程度、佐世保での住宅要求

などにつき質疑がなされた。 

 12 月中旬の第 5 回会談には、従来の参加者に加え、運輸省の責任者も参加し、会議は進

展を見た84。外務省は横須賀基地に関して、6 号ドックを米側が管理できるならば、1971

年 6 月末から海上自衛隊が 1 から 5 号ドックについては責任を持つとの説明をした85。一

方米側は契約相手方の選定の手助けと海自がドック業務を行うことを日本側に求め、日本

側はこれに合意した。 

 12 月 21 日に開催された第 12 回 SCC において在日米軍及び在日米軍基地の整理、統合

についての全般的検討が正式に行われ、三沢、横田、板付、厚木、横須賀・横浜に関する

整理、統合計画を承認した86。米軍の整理計画では、約 12,000 名の米軍人の外に日本人従

業員約 10,000 名の解雇を伴うとされた。横須賀では 1971 年 6 月末までにその活動を縮小

し、大幅に規模を縮小した在日米海軍司令部と小規模な海軍兵站及び通信支援部隊のみが

存続し、第 7 艦隊の旗艦及び第 7 潜水艦群の兵站補給活動の一部は佐世保海軍基地に移動

することとされた。また米側は港湾及び管理・住宅施設の一部を保持するが、返還後も利

用が可能との条件で 6 号乾ドックを除く艦船修理部を日本政府に返還することとした。こ

の決定により横須賀基地をめぐる状況は大きく変化することになった。 

 

 

 

                                                                                                                                               
Reductions,” November 19, 1970, 『集成第 15 期 第 6 巻』、109-116 頁。 
82 『朝日新聞』1970 年 10 月 4 日。 
83 マイヤー『東京回想』、89 頁。Tokyo9594, AmEmbassy Tokyo to SecState, “Base Realignments,” 
November 30, 1970, 『集成第 15 期 第 6 巻』、129-131 頁。 
84 Tokyo10132, AmEmbassy Tokyo to SecState, “Base Realignments: Fifth meeting of Base 
Review Committee,” December 15, 1970, 『集成第 15 期 第 6 巻』、201 -203 頁。 
85 SRF のドックは 1 号から 6 号まであり、番号が大きいものほど新しく規模が大きいものであっ

た。 
86 外務省情報文化局「日米安全保障協議会第 12 回会合について」（1970 年 12 月 21 日）。外務省ウ

エッブサイトにて入手。 
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2  米海軍原子力軍艦の日本寄港問題 

 

(１)  米原子力潜水艦の日本への寄港実現までの動き 

 

a ここで一度 1960 年代初頭に話を戻し、米海軍横須賀基地の空母「母港化」問題の前段

とも言える米海軍の原子力軍艦（原子力をその推進力とする軍艦。）の日本寄港問題につい

て振り返ってみたい。 

 先に述べたとおりケネディ政権は、日本が相応の国際的役割を担い、重要な米軍施設を

受け入れることを求めていた。この一環として米海軍が求めたのが、旧来の推進力による

攻撃型潜水艦にかわり展開を拡大していた原子力推進による攻撃型潜水艦を日本の佐世保、

横須賀の両基地へ寄港させることであった87。1961 年 6 月中旬に池田勇人総理は訪米し、

ケネディ大統領と日米首脳会談を行うが、同行した小坂善太郎外務大臣がラスク（Dean 

Rusk）国務長官と会談を行った際に、ラスク長官から、「ノーチラス型原子力潜水艦（以

下、「原潜」という。）を日本に寄港させる可能性」が提起された88。 

 ノーチラス型原潜は、「長期巡航しており、乗組員の休養と補給のため日本に定期的に寄

港できれば有益」であり、「日本が原子力・核をめぐる問題にうるさいことは理解」してい

るが、もっぱら核ミサイル攻撃を行うポラリス型原潜とは異なるノーチラス型原潜の寄港

が問題となるかをラスク長官がたずねた。これに対し小坂外相は、「日本国民は、原子力の

平和利用を支持」する一方で「原子力に関係するものはすべて核兵器とみなし、核戦争に

巻きこまれる可能性があるとする傾向がある」と答え、「賛同する前に更にこの問題を研究

したい」と述べた。ラスク長官もこの問題は将来にまた提起するとした。 

 この問題については、1 か月後の 7 月下旬に朝日新聞に、米側が原潜の寄港を先の日米

外相会談で希望し、「日本側が一応断る」との記事が掲載されたことでおおやけになった89。

8 月初めの国会ではこの記事を受けた質疑で藤枝泉介防衛庁長官から、原潜寄港問題につ

いて「いろいろ特殊な日本の国民の感情もあるので賛成しがたいというような話し合いが

行われた」との答弁があった。一方で藤枝長官は「十分そうした日本の国民の感情等を考

えて善処をしたいということを申し上げた」と答えるなど積極的な姿勢も示していた90。 

 1962 年秋になり状況が進展する。10 月下旬にライシャワー（Edwin O. Reichauer）大

                                                      
87 豊田『日米安保と事前協議制度』、111 頁。 
88 Memorandum of Conversation, “Visit of Nuclear Powered Submarines to Japan,” June 21, 
1961, Foreign Relations of the United States(hereafter, FRUS), 1961-1963, Volume ⅩⅩⅡ, 
Northeast Asia, Document334. 
89 『朝日新聞』1961 年 7 月 22 日夕刊。 
90 「第 38 回国会（継続）参議院内閣委員会会議録第 2 号」（1961 年 8 月 1 日）14 頁。 
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使は、ハリマン（W. Averell Harriman）極東問題担当国務次官補にあてた手紙で在日米

軍基地の有用性について「日本国民の態度が正しい方向に向きを変えると信ずべき理由が

あり、今から 2 年後には現在より有事において在日米軍基地はより大きな価値を有するよ

うになり、5 年後には更に増大するであろう」と述べていた91。 

ワシントンで開催される第 2 回日米貿易経済合同委員会等のため 11 月下旬に帰国した

ライシャワー大使は、日本における原子力利用が本格化しつつあると判断し、海軍当局に

対し「そろそろ問題を提起するときが来たようだ」との話をした92。12 月末には日本にお

ける最初の原子力船の建造予算が閣僚折衝で認められるなど原子力利用は新たな段階に突

入していた。ライシャワー大使は、12 月中旬に日本に帰任したあと、大平正芳外相との会

談で原潜の日本への寄港の話を再び持ち出した。これに対し大平外相は「とくに驚いたふ

うもなく」検討のための時間を求めた。 

 

b 米側からの原潜寄港の申入れは、翌 1963 年 1 月 24 日の黒金泰美内閣官房長官の談話

により政府から明らかにされた。これは同日の朝日新聞朝刊が政府筋の話として「政府が

このほど原潜寄港の申入れを受けた」と報道したことに対応したものであった93。この問

題について予算員会で質問を受けた大平外相は、ライシャワー大使から 1 月 9 日に口頭で

「事前に御相談をいただいておる」との答弁をした94。そして本原潜の寄港については「重

要な装備の変更」には当たらず、日米安保条約に基づく「事前協議の対象にはならぬ」と

して、条約上は通告がなくても寄港が可能とした。月末には岩国基地沖の旗艦艦上で記者

会見を行ったムーラー第 7 艦隊司令官が、原潜寄港先として横須賀と佐世保を希望してい

ることを明らかにした95。 

 原潜寄港問題が明らかになると、「大論争の引き金を引き、与野党は激しく対立、連日の

ようにデモ隊が町を練り歩」くようになった96。6 月下旬に横須賀市内で開催された原潜

寄港などに反対する集会には 6 万名を超える参加者（横須賀署調べ）が集まり、市内でデ

モを行った97。また 4 月中旬には、長野横須賀市長が、記者会見で原潜の寄港に対し反対

                                                      
91 Letter From the Ambassador to Japan(Reischauer) to the Assistant Secretary of State for 
Far Eastern Affairs(Harriman),October 22, 1962, FRUS 1961-1963, Volume ⅩⅩⅡ, Northeast 
Asia, Document359.  
92 エドウィン・O・ライシャワー『ライシャワー自伝』（文芸春秋、1987 年）374 頁。『読売新聞』

1962 年 11 月 21 日夕刊。 
93 『朝日新聞』1963 年 1 月 24 日、同夕刊。 
94 「第 43 回国会衆議院予算委員会議録第 3 号」（1963 年 1 月 30 日）12-13 頁 
95 『朝日新聞』1963 年 1 月 31 日。 
96 ライシャワー『ライシャワー自伝』、375 頁。ライシャワーによれば、「潜水艦の横須賀基地入港

は、それほどの政治的激動をあえてしてまで強行する価値のないもの」であった。 
97『朝日新聞』1963 年 6 月 24 日。 
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を表明し、5 月上旬には前月の市長選挙で当選した辻佐世保市長が初登庁の会見で原潜寄

港への反対を表明した98。そして 7 月中旬の横須賀市議会本会議では米原潜寄港並びに水

爆戦闘機持込反対方に関する請願を多数決で不採択とした99。 

 一方政府では、原子力委員会（会長近藤鶴代科学技術庁長官）が、原潜が寄港した際の

具体的問題（航路、寄港地、停泊中の処置など）の検討を開始した100。また外務省は 6 月

上旬に国会に対して原潜寄港に関するそれまでの日米間の質疑応答における米側回答をま

とめた資料を提出したのとあわせて大平外相の談話を発表し、政府の見解を国民に対し示

した101。米側の回答では原潜の安全性を強調するとともに万一の事故の際は無過失責任主

義をとることを明らかにした。また外相談話では米側の安全の保障を信頼するほか、原潜

寄港が核兵器の持ち込みに結びつくものではないことを強調していた。 

 10 月末の衆議院解散に伴い行われた総選挙の最中の 11 月中旬に政府は、社会党から出

されていた原潜寄港問題の公開質問状に回答しこれを公表した。政府の回答では原潜寄港

について核兵器を装備しない限り、安全保障条約に照らして当然のこととし、安全性につ

いては国民の不安を除くため米側と検討中とした102。 

 原潜寄港問題は日米間で引き続き協議が行われたが、内閣改造直後の 1964 年 7 月下旬

の椎名悦三郎外相とライシャワー大使との会談において原潜寄港の安全性が十分に保障さ

れたとの結論に至った103。そして原潜寄港承認の手続きが協議され、9 月の 15 日か 16 日

に佐世保に原潜が寄港することとされた。8 月 17 日にエード・メモワールと称する原潜に

ついて、①安全性及び運航、②責任及び補償の 2 項目に関する米側回答をまとめた文書が

米側から提出され、翌週 24 日に「通常の原子力潜水艦」（ノーチラス型原潜をさす日本側

の表現。）寄港の申入れが米国政府の声明とともに提出された104。そして原子力委員会の

原潜寄港に関する統一見解が 26 日に発表され、これらを受けて日本政府は 28 日に原潜寄

港を正式に受け入れた105。 

同日に政府は佐世保、横須賀両基地の地元である長崎及び神奈川の両県知事、佐世保及

び横須賀の両市長に対して椎名外相からの電報により了解を求めた106。8 月末に椎名外相

                                                      
98 『横須賀市議会史 記述編Ⅰ』、919 頁。『朝日新聞』1963 年 5 月 6 日。  
99 同、923 頁。 
100 『朝日新聞』1963 年 3 月 21 日。 
101 同、1963 年 6 月 5 日夕刊。 
102 同、1963 年 11 月 14 日。 
103 Telegram From the Embassy in Japan to the Department of State, July 28, 1964, FRUS 
1964-1968 Volume XXIX, Part2, Japan, Document19.  
104 『日米関係資料集』、608-613 頁。 
105 『朝日新聞』1964 年 8 月 26 日夕刊、8 月 28 日夕刊。 
106 「第 46 回国会衆議院内閣委員会議録第 52 号（閉会中審査）」（1964 年 9 月 1 日）35 頁。長野

『横浜・横須賀六十年』、108-109 頁。 



小山 米海軍横須賀基地の米空母「母港化」について 

17 

を訪問して寄港の説明を受けた辻佐世保市長は佐世保への原潜寄港を了解した。また 9 月

中旬の佐世保市議会本会議において原潜寄港反対決議案が賛成少数で否決され、市議会も

原潜の佐世保寄港に反対しないとの意向を示した107。 

 9 月下旬には海上保安庁が事前の佐世保港内に汚染調査を開始し、10 月末にこれを完了

した108。これを受けて米側に対し原潜受入れの体制が整った旨の通告がなされた。最初の

原潜日本寄港は池田総理が病気のため退陣したあとを受けて 11 月 9 日に発足した佐藤内

閣において、原潜シードラゴンが 11 月 12 日午前に佐世保基地に入港したことにより実現

した109。 

 

(２) 米原子力空母の日本への寄港をめぐる問題 

 

a 原潜の佐世保寄港は1965年中に6回行われるなど原潜の佐世保寄港は日常化の動きが

すすむ110。こうした中で新たな課題に浮上したのが原子力空母をはじめとする原子力推進

の水上艦艇（以下、「原子力艦艇」という。）の日本寄港問題であった。1965 年 11 月 26

日に米海軍は、世界最初に建造された原子力空母エンタープライズと随伴艦の原子力駆逐

艦ベインブリッジの第 7 艦隊配備を発表した111。これは 2 月の米軍による北ベトナムへの

北爆開始を受けて既に 3 月にマクナマラ（Robert McNamara）国防長官が発表していた

ものであった。 

11 月末の朝日新聞一面に原子力空母等の寄港を認める方針を政府が認めたとする記事

が掲載されたことなどから原子力艦艇の日本への寄港問題が浮上した112。翌月の衆議院予

算委員会でこの問題を問われた佐藤総理は「そういう事態が起きたときに私の考えを述べ

ます。」と答弁した113。しかし原子力空母を日本に寄港させる米側からの非公式要請は、

空母エンタープライズ等の第 7 艦隊への配属を発表した時点で既に外務省に伝えられてい

た114。 

 1966 年 1 月中旬に佐世保市を訪れたハイランド（John J. Hyland）第 7 艦隊司令官は、

                                                      
107 『朝日新聞』1964 年 9 月 11 日。 
108 同、1964 年 9 月 24 日夕刊、10 月 31 日夕刊。 
109 Telegram From the Embassy in Japan to the Department of State, November 14, 1964, 
FRUS 1964-1968 Volume XXIX, Part2, Japan, Document34.   
110 志岐叡彦『年表・佐世保港―百余年の「みなと」と街の歴史―』（年表・佐世保港刊行会、1995
年）145 頁。 
111 『朝日新聞』1965 年 11 月 27 日。 
112 同、1965 年 11 月 29 日。 
113 「第 51 回国会衆議院予算委員会議録第 2 号」（1965 年 12 月 22 日）4 頁。 
114 「第 51 回国会衆議院内閣委員会議録第 9 号」（1966 年 3 月 1 日）2 頁。 
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原子力空母を日本に寄港させたいとの希望を表明した115。一方佐藤総理は 1 月下旬に米原

潜や原子力空母の横須賀寄港について、横須賀が首都東京に近いことから軽率に寄港する

とは思わないとの発言をした116。そして 2 月の国会で佐藤総理は、非公式に原子力空母の

日本への寄港の話があるとしつつ、具体的に提起された場合には「安全性の問題が一番の

問題」であり、安保条約により「寄港ということは考えられる」と答弁を行った117。また

「核兵器は持ち込ませない」ことが政府の基本的態度であり、原潜寄港の場合と同じ考え

方であるとして、横須賀、佐世保両基地のいずれでも問題ないと答えた。さらに 5 月下旬

に椎名外相は、安保条約は米軍艦が「原子力を推進力にしようがしまいが、そういうもの

が特定の港に自由に入港するということを認めておる」として、原子力艦艇の「寄港の権

利」を認める答弁を行った118。 

 こうした中5月 30日には原潜スヌークが横須賀基地への最初の原潜入港を果たした119。

入港前に長野横須賀市長は、「入港が世論の対立を激化させ、本市を不安と騒擾の巷に化せ

しむる危険性」を有するとして、「真に憂慮に耐えない」とする談話を出していた。また辻

佐世保市長は、「東京に近い関係から、反対派の抗議行動も」「原潜慣れの佐世保とは異な

った非常に大きいもの」であると見ていた120。 

これに対して政府では原潜に対する「国民の心がまえは、もうすでにきまっておる」と

みており、原潜寄港は、「何ら事新しい問題でもございません」との判断をしていた121。

また米大使館は寄港当日のマスコミや野党の反応を国務省に報告するが、そこでは「おお

むね予想通り」の反応とみていた122。横須賀への 2 度目の原潜寄港を終えた 9 月中旬には

外務省の安川北米局長から米大使館に対し、佐世保への原潜寄港は日常化したので寄港日

に関する特別な通報は不要との連絡があり、原潜の寄港は以後頻繁に行われることとなる

123。 

  

b 原潜が横須賀基地に初めて入港した翌日に盛岡市で記者会見をしたライシャワー大使

                                                      
115 『朝日新聞』1966 年 1 月 12 日夕刊。 
116 『朝日新聞』1966 年 1 月 26 日夕刊。 
117 「第 51 回国会参議院決算委員会会議録第 6 号」（1966 年 2 月 14 日）10 頁。 
118 「第 51 回国会衆議院外務委員会議録第 17 号」（1966 年 5 月 25 日）3 頁。 
119 原潜の横須賀入港の経緯については、横須賀市編『新横須賀市史 別編軍事』（横須賀市、2012）
808-812 頁を参照。 
120 辻『沈黙の港』、158 頁。 
121 「第 51 回国会衆議院外務委員会議録第 17 号」（1966 年 5 月 25 日）2 頁。 
122 Tokyo4142, May 30, 1966. 石井修外監修『アメリカ合衆国対日政策文書集成第 10 期 日本外

交防衛問題 1966 年 第 7 巻』（柏書房、2002 年）36‐37 頁。 
123 Tokyo2123, “SSN Port Visits,” September 19, 1966.『集成第 10 期 第 7 巻』、111－112 頁。

原潜寄港の 24 時間前までの通報は従来どおりとされた。 
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は、原子力空母の寄港も安保条約上は原潜の寄港と区別する必要はないとするとともに、

米国の核のカサにあるのは防衛上も経済上も大いに日本の利益になると語った124。5 月下

旬に安川北米局長はエマーソン（John K. Emmerson）米公使に対し、原子力艦艇の寄港

に関する交換公文作成の準備は進んでおり、早期合意に向けて特に障害は見いだせないと

伝えていた125。一方で空母エンタープライズの寄港の時期については、米側が希望した 6

月中旬は、国会の会期中であることから会期後の 7 月中旬にするようにもとめた。そして

6 月上旬にも安川北米局長は、「国内の状況」により原子力艦艇の寄港は先送りが必要とし、

これは外相及び内閣レベルの決定であると米側に伝えた126。結局空母エンタープライズ等

の空母戦闘部隊は第 7 艦隊の所属を離れ 6 月下旬に本国へ帰国し、日本への寄港は見送り

になった127。 

 翌 7 月上旬に辻佐世保市長は、空母エンタープライズの日本寄港が 11 月頃になるとの

見通しを示した128。これは空母エンタープライズなど原子力艦艇が 11 月から 12 月に西太

平洋に再配備され、この期間中の原子力艦艇及び原潜による佐世保及び横須賀への寄港を

太平洋軍司令部が米大使館に提案していたことを反映していた129。しかし米本国では、い

まだ原子力艦艇寄港に関する交換公文が取りかわされていないことから太平洋軍の提案は

調整が困難と見ており、また日本側の国会の日程、総選挙実施の可能性、佐藤政権の状況

（いわゆる「黒い霧」と称する与党内の不祥事の発生。）から最初の寄港の判断は慎重に行

うべきものと見ていた。 

 9 月 26 日に記者会見をした下田武三外務事務次官は、原潜同様に原子力空母の寄港を認

める方針にかわりはないが、事前に必要な日米間の取極めができておらず、空母等が既に

本国に帰っており寄港問題は緊急の問題ではないと述べた130。10 月下旬に安川北米局長は

エマーソン代理大使（公使）と寄港問題につき話し合い、「佐藤総理は政治的危機の状況下」

にあり、「原子力艦艇の寄港時期といった問題を今あげるのは賢明でない」として、まずエ

ード・メモワールの文面で合意することを求めた131。そして原子力艦艇の寄港は入港先が

たとえ佐世保であっても、最近の横須賀への原潜寄港以上にマスコミや政治の反応を引き

起こすと見ていた。さらに米側が考えていたように最初に寄港する原子力艦艇を空母エン

                                                      
124 『朝日新聞』1966 年 6 月 1 日。 
125 Tokyo4133, “Nuclear Powered Ship Visit to japan,” May 27, 1966. 『集成第 10 期 第 7 巻』、

29 頁。 
126 Tokyo4266, “NPSS Visit to Japan,” Jun 8, 1966. 同、54 頁。 
127 『朝日新聞』1966 年 6 月 22 日。 
128 『読売新聞』1966 年 7 月 5 日。 
129 State66269, October 17, 1966.『集成第 10 期 第 7 巻』、122 頁。 
130 『朝日新聞』1966 年 9 月 27 日。 
131 Tokyo2997, October 21, 1966. 『集成第 10 期 第 7 巻』、132 頁。 
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タープライズ以外の巡洋艦ロング・ビーチや駆逐艦ベインブリッジにしたとしても政治的

困難さは大して変わらないとした132。 

 12 月下旬、前月に着任したジョンソン（U. Alexis Johnson）大使との個人的会食の際

に下田事務次官は、「佐藤総理は、総選挙のため来年 5 月までと予想される国会での予算

審議終了前に原子力艦艇寄港に関する交換公文を締結することや原子力艦艇を初寄港させ

ることを大変嫌がっている」との日本側状況を説明した133。一方ジョンソン大使は、同月

上旬に横須賀を訪問した際に原子力空母の横須賀寄港は当分ないと言明していた134。 

 

c 1966 年末の「黒い霧」解散を受けて、1967 年 1 月末に総選挙が実施されるが、投票日

5 日前の 1 月下旬に自由民主党は、社会党から出されていた公開質問状に回答を行い、空

母エンタープライズの日本への寄港を原潜寄港同様に安保条約により認めることを表明し

た135。投票の結果は、前回の総選挙同様に逆風下にあった自民党が議席を減らしたが、過

半数を維持したため「敗北という声はあまりあがらなかった」のに対し、追い風にあった

社会党も議席を減らしたことから自ら敗北を宣言した136。これにより「佐藤総理の立場が

強まった」と下田次官は、選挙後に会食したジョンソン大使に語った137。一方で下田次官

は、佐藤総理も三木武夫外相もおそらく 5 月後半となる国会会期終了までは空母エンター

プライズの寄港に消極的であるとみていた。 

 5 月 1 日にオズボーン（David L. Osborn）米公使と会談した東郷文彦北米局長は、5 月

9 日か 10 日に米側が正式要請を行うことに始まる原子力艦艇による日本寄港の手順を説

明した138。東郷局長は、「その目立つ姿と象徴的な価値」からみて空母エンタープライズ

を最初に日本に寄港させることを希望するとともに、最初の寄港地は横須賀ではなく佐世

保が望ましいこと、寄港の時期はかねてより国会終了後を希望しているが、国会の会期が

7 月 15 日以降まで延長される可能性があると述べた。これに対し公使からは、6 月を過ぎ

ると年内の寄港はできなくなるかもしれないとの答えがあった。 

 結局国会が 7 月下旬まで延長されることが確実となったため東郷局長は、寄港のための

手続を国会後の閉会期間中に行うように米側に求めた。これにより空母エンタープライズ

                                                      
132 Tokyo3762, “Long Beach/Enterprise/Bainbridge Visits to Japan,” November 20, 1966.  
133 Tokyo4550, December 22, 1966. 同、150 頁。 
134 『読売新聞』1966 年 12 月 6 日。 
135 『朝日新聞』1967 年 1 月 25 日。 
136 中島『高度成長と沖縄返還』、128 頁。 
137 Tokyo5375, January 31, 1967.石井修外監修『アメリカ合衆国対日政策文書集成第 11 期 日本外

交防衛問題 1967 年 第 8 巻』（柏書房、2002 年）19 頁。 
138 Tokyo7957, “NPSS,” May 2, 1967. 同、64-66 頁。 
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の日本寄港は翌年以降となることが決まった139。5 月 11 日の参議院予算委員会の総括質疑

で佐藤総理は、米国が空母「エンタープライズの日本寄港を希望している」旨の答弁を行

い、米側の日本寄港の意向を国会の場で認めた140。6 月上旬に沖縄でハイランド第 7 艦隊

司令官は、空母エンタープライズが「来年 1 月ごろ再び極東に配置」されることを明らか

にした141。 

 国会は 7 月 21 日まで延長された上に 27 日から 8 月 18 日まで臨時国会が開催された

ことから、9 月 7 日にオズボーン米代理大使（公使）が東郷北米局長に対して空母エンタ

ープライズなどの日本寄港を正式に申入れした142。これに対して東郷局長は原潜の扱いに

準じて処理する旨の回答をした。この日開かれた原子力委員会では、原子力艦艇の日本寄

港について安全審査の基本方針を決定した143。 

 10 月 20 日にエード・メモワールが米側から提出されるが、原子力艦艇の寄港は原潜の

寄港と同様であることを確認する内容であった144。さらに 25 日に米大使館から外務省に

原子力艦艇の日本寄港に関する口上書が提出された。これを受けて原子力艦艇の日本寄港

に際しての安全性の問題及び万一の場合における補償の問題を検討してきた原子力委員会

は、11 月初めに結論を出し、「寄港は、わが国民、特に寄港地周辺の住民の安全上支障は

ない」と判断するとともに、補償については原潜の場合と同様の措置を講ずることとした。 

最終的に政府は 11 月 2 日の閣議で原子力艦艇の日本寄港を認めることを了承し、寄港

に異議のない旨の口上書をオズボーン公使に手交した145。口上書では原子力艦艇の日本寄

港が原潜寄港と同様に「核兵器の持込みとは全く関係がなく」、安保条約下の「事前協議に

かかる事項については、日本政府の意に反して行動することはない」ことを改めて明確に

していた。その際東郷北米局長からは、あらためて最初の寄港地は佐世保が望ましいこと、

寄港時期は国会の自然休会中の 1月 1日から 25日の間が望ましいとの意向が示された146。 

 こうした状況において辻佐世保市長は情報収集のため上京し、関係各省庁を回ったが、

その際三木外相から「寄港した場合はよろしく頼む」とする依頼文書を受領した147。11 月

6 日に木村官房長官を訪れて経緯をただした辻市長は、空母エンタープライズの寄港は「1

月中旬以降、佐世保になるだろう」との回答を得た。辻市長は受け入れを了承するととも

                                                      
139 Tokyo8160, “NPSS,” May 11, 1967. 同、70-71 頁。 
140 「第 55 回国会参議院予算委員会会議録第 11 号」（1967 年 5 月 11 日）5 頁。 
141 『朝日新聞』1967 年 6 月 7 日。 
142 同、1967 年 9 月 7 日夕刊。 
143 『読売新聞』1967 年 9 月 8 日。 
144 小笠原謙蔵「米原子力空母の日本寄港」『政策月報』第 145 号（1968 年 2 月）89-95 頁。 
145 『朝日新聞』1967 年 11 月 2 日夕刊。 
146 Tokyo3026, “NPSS Visits,” November 2, 1967. 『集成 第 11 期 第 8 巻』、178-179 頁。 
147 辻『沈黙の港』、165-166 頁。 
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に、佐世保に帰り、「ともかく寄港に備えて万全の措置」をとることとした148。12 月 21

日にジョンソン大使を訪問した辻市長は「エンタープライズの寄港を大いに歓迎する」と

しつつ、警備上の理由から「48 時間前までの入港通知」を大使に求めた149。 

この日までの米側の計画では、空母エンタープライズは 1 月 20 日に佐世保に入港する

予定であったが、同日朝刊の読売新聞報道で入港日が漏れたことから、その変更を検討し

ていた150。佐世保に空母エンタープライズが寄港するとの決定は「佐世保を中心に大規模

な抗議運動」を招いた151。このため 1968 年 1 月 17 日に佐藤総理と会談したジョンソン大

使は、空母寄港の中止を進言したが、佐藤総理は予定通りに寄港することに逡巡する様子

は全くなかった152。1 月 19 日午前に空母エンタープライズ及び随伴艦の駆逐艦トラクスト

ンの両原子力艦艇などが佐世保基地へ入港し、原子力艦艇による日本への寄港が実現した

153。 

 

3 米海軍横須賀基地の空母「母港化」までの動き 

 

(１) 米軍の横須賀基地からの撤退決定の変更と空母「母港化」に向けた動き 

 

a ここでもう一度話を 1970 年代初頭まで進めたい。1970 年 6 月 23 日に日米安全保障条

約は 10 年間の固定期間を終え、自動継続することとなった154。8 月中旬の国会で中曽根防

衛庁長官は、「核抑止力と攻撃的兵力というものは安保体制を通じて米国に期待しなければ

ならぬ、これは続いていくだろう」とし、「第 7 艦隊との提携というのは普通のときでも

かなり重要性を持ってくる」と答弁した155。先に述べたように中曽根長官は 9 月の訪米に

際しても核抑止力と第 7 艦隊の重要性を米側に強調していた。しかしながら年末に開催さ

れた SCC において第 7 艦隊はその活動の拠点を佐世保基地に集約し、艦船修理機能も 6

号ドックを除いては日本側に移管されることが合意された。 

 この合意は海上自衛隊にとって複雑なものであった。当時海上自衛隊は施設の取得に苦

慮していたが、「とくに横須賀は米軍が頑張っておって」必要な施設の確保ができない状況

                                                      
148 『朝日新聞』1967 年 11 月 7 日。 
149 Tokyo4179, December 22, 1967.『集成第 11 期 第 8 巻』、226-227 頁。 
150 『読売新聞』1967 年 12 月 21 日。 
151 豊田『日米安保と事前協議制度』、127-128 頁。 
152 A-1098, “The Enterprise Visit,” February 23, 1968. 石井修外監修『アメリカ合衆国対日政策文

書集成 第 12 期 日米外交防衛問題 1968 年 第 6 巻』（柏書房、2003 年）333 頁。 
153 『朝日新聞』1968 年 1 月 19 日夕刊。 
154 『日米関係資料集』、806 頁。 
155 「第 63 回国会衆議院内閣委員会議録第 29 号（閉会中審査）」（1970 年 8 月 18 日）30 頁。 
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にあった156。また折からの造船ブームのため自衛隊艦艇の修理を造船会社が引き受けたが

らない状況において、SRF が返ってくるというのは二度とない機会であり、この取得は「最

優先」の問題であった。この意味で「横須賀返還は千載一隅」の機会であった。他方で「7

艦隊がいない限り日本の海上防衛は成り立たない」との認識をもつ海上自衛隊が、第 7 艦

隊の力を発揮させる十分な支援体制を横須賀基地に維持することは困難であった。これは、

「佐世保では、後方支援の施設が横須賀と比べると、ぜんぜん貧弱」である上に、返還後

の基地施設を「市のほうは虎視眈々として狙って」いるとみていたためである。 

 既に長野横須賀市長は SCC 決定に先立つ 12 月初めの記者会見で横須賀基地の縮小を

「大歓迎」としたうえで、これが日本人基地従業員の解雇につながることから、「艦船修理

部に対しては、政府がひと役買って、2、3 の企業と合弁会社で船舶修理工場を経営するよ

うに運動」する意向を示していた157。一方在日米海軍司令部では SCC 決定当日に神奈川

県に対して神奈川県内の日本人従業員 5,440 名（うち横須賀基地関係は、5,160 名）の翌

年 6 月までの解雇を通告していた158。そのため横須賀市では、市議会が市政特別対策委を

開催して市長の報告を聴取し、翌日には「返還の艦船修理施設は、政府が民間に提供し、

離職者がその職場に定着できるよう方策を講ずること」などを求める市長名の要望書を総

理はじめ関係先に提出した159。 

 長野市長は、離職者対策というよりは、「現艦船修理部施設を活用し得る企業に定着させ

る方策」をとること、「接収地の解除を求めて市街地の再開発を計る」ことが、「国防とい

う国の政策と相照合しつつ、旧軍港市転換法の所期する平和産業港湾都市が実現する窮極

の方途」であると見ていた160。1971 年 1 月下旬には横須賀市選出県会議員、市会議員、

地元関係団体や地元選出代議士も含み100名を超えるメンバーからなる横須賀市基地対策

協議会を設置し、横須賀基地に関する問題の検討を始めた161。 

 一方政府では SRF の保有運営形態については、中曽根防衛庁長官が、①国有国営、②

公団か事業団が所有し委託経営、③国有で民間に委託経営、④民間に譲渡などのケースが

考えられ、その利害得失を検討中であると前年末の国会で答えていた162。 

 

                                                      
156 防衛庁防衛研究所戦史部編『中村悌次オーラル・ヒストリー 下巻』（防衛庁防衛研究所、2006
年）、77，80 頁。同、98 頁において中村は、空母「母港化」に尽力した日本側政治家として船田中

元衆議院議長と保科善四郎元衆議院議員をあげている。 
157 『神奈川新聞』1970 年 12 月 2 日。 
158 同、1970 年 12 月 22 日。 
159 横須賀市基地対策課編『横須賀と基地』（横須賀市、2000 年）20 頁。 
160 「広報よこすか」第 253 号（1971 年 1 月 1 日）。 
161 『神奈川新聞』1971 年 1 月 17 日、21 日。 
162 「第 64 回国会衆議院内閣委員会議録第 8 号（閉会中審査）」（1945 年 12 月 25 日）19 頁。 
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b しかしながらこうした動きは 1971 年 1 月中旬以降大きく変化する。「その一つのきっ

かけ」は、1 月 16 日に佐藤総理がムーラー米統合参謀本部議長と約 1 時間にわたり会談し

たことであった163。この場で佐藤総理から第 7 艦隊は極東の安定、日本の防衛に大きな役

割を果たしており、「兵力を削減しないように」との希望が表明された。これに対しムーラ

ー議長からは、「兵力を削減する計画はない」との返答があった。また SRF について、「民

間に全部払い下げた佐世保方式は失敗だった」として、「国が保有しなければならないと考

える」と佐藤総理は発言した。ムーラー議長は先に述べたとおり第 7 艦隊司令官を経験し

ており、横須賀の事情にも詳しかった。 

 ムーラー議長は 1 月 19 日にジョンソン国務次官に電話をし、佐藤総理との話を伝える

とともに、「海軍の予算状況が好転したことから横須賀を閉鎖し、佐世保海軍基地に集約す

るとの先の決定を変更する可能性が出てきた」と述べた164。また板谷隆一統合幕僚会議議

長に対する佐藤総理からの指示を受けて訪米中の内田一臣海上幕僚長が、「海上自衛隊は米

軍が基地を返還してもすぐにそのすべてを引き継ぐ能力はないので、当分の間米軍が横須

賀基地の保有を継続」することが望ましいと述べたとの話もあった。 

 ジョンソン次官は、そもそも「横須賀基地は最も問題が少なく政治的圧力がない基地の

一つ」と認識していたので、横須賀基地を閉鎖するとの海軍の決定に驚いていたが、特に

反対する理由もなかった。しかしながら閉鎖を公表したことにより新たな状況が生まれた

として、「決定の後戻り」がいかなる問題を惹起するか判断できないため、マイヤー大使の

判断と提案を求めた。これに対しマイヤー大使は、「後戻り」は困難ではあるが日本政府が

大きな問題なく変更できると判断すれば可能であろうと答えた165。そして日米間では「相

互性の概念」を重視しており、変更の決定は日米間の協議によるものとし、米海軍による

一方的な変更をいさめた。 

 

c だが、同じ 1 月 19 日には「佐世保への第 7 艦隊部隊の母港化」と題した国務・国防両

省の共同公電が米大使館に届けられたことで波紋が更に広がる166。米海軍は、6 隻の駆逐

艦と艦隊要員を佐世保に「母港化（homeporting）」させることを検討しており、「佐世保

基地のすぐれた支援施設及び第 7 艦隊艦艇の母港として実績がある」ことが母港に選ばれ

                                                      
163 『中村悌次オーラル・ヒストリー 下巻』、90 頁。佐藤榮作『佐藤榮作日記 第 4 巻』（朝日新

聞社、1997 年）252 頁。  
164 State009045, January 19, 1971. 石井修外監修『アメリカ合衆国対日政策文書集成 第 16 期 日
米外交防衛問題 1971 年・日本編 第 9 巻』（柏書房、2005 年）116-118 頁。 
165 Tokyo543, January 20, 1971.『集成第 16 期 第 9 巻』、120-121 頁。 
166 State009367, “Homeporting of Seventh Fleet Units in Sasebo,” January 19, 1971. 同、

113-115 頁。 
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た理由であった。1971 年 7 月までに駆逐艦 6 隻と乗組員 1,920 名及びその家族 1,530 名

が佐世保に移る計画であった。さらにこれは、「アテネ、ナポリ及びシンガポールにも艦艇

の母港化を提案する世界的な計画の一部」であり、「年末までに佐世保とアテネに空母 1

隻ずつを展開のために寄港させること（development call）を検討中」であった。 

 この空母「母港化」計画を推進したのが、1970 年 7 月初めに海軍作戦部長に就任した

ズムワルト（Elmo R. Zumwalt, Jr.）海軍大将であった167。当時米海軍は、「国防予算の削

減、ソ連海軍力の増強、米海軍基地をめぐる受け入れ国との摩擦などから、機動性に富む

海軍戦力と空母航空戦力の価値」を見直していた168。海軍の近代化計画では将来の空母保

有数が 12 隻になると見込まれていたが、常時海外に最低 5 隻（西太平洋に 3 隻、地中海

に 2 隻）の空母を維持するためには、もし「母港化」をしないとするならば、15 隻の空母

が必要であった169。また長期航海による家族と別れた生活は、海軍兵員の募集及び再任に

対する最大の障害となっていたが、空母の隻数が減れば、6 か月間の展開期間を更に延長

する必要があった。このため空母の「母港化」は空母群の稼働率の向上と乗組員の士気の

向上の 2 点から有益と考えられた170。 

 これに対し国務省では「海軍は、横須賀保持の選択をしようとしているのか、佐世保か

横須賀に海外母港を置く枠組みを追及しようとしているのか理解できない」としつつも、

「佐藤総理からの要望であるならば横須賀基地を保持する可能性がある」と見ていた。一

方海外母港化にはその政治的影響に加え、住宅の不足やカルチャー・ショック等の実務的

問題があり、さらに日本への空母の「母港化」は「日本人の間に核兵器の存在やその疑惑

といった深刻な疑問とこうした疑問から生じる政治的問題をまきおこす」と見ていた。 

 この米側の動きについては訪米中の内田海幕長から石田捨男海幕副長あての手紙が月末

に届き、米海軍予算に余裕ができ、空母削減予定隻数が 4 隻から 1 隻に減ったこと、「横

須賀に空母、駆逐艦、ロジスティク・シップス等を基地として置き、7 艦隊の佐世保移転

も見合わせる」ことが伝えられた171。さらに 2 月半ばにバーク（Julian T. Burke, Jr.）在

日米海軍司令官が海幕を訪問し、横須賀基地撤退の再検討や空母等が「横須賀を基地とす

る」配備計画が伝えられた172。この時点で海幕は、配備とは「ホーム・ポートじゃなくオ

ペレーティング・ベース」との理解をしていた。 

                                                      
167 長尾『日本要塞化のシナリオ』、33 頁。 
168 豊田『日米安保と事前協議制度』、225 頁。 
169 Elmo R. Zumwalt, Jr., On Watch (Admiral Zumwalt & Associates, Inc., 1976), pp. 126-127. 
170 7101046, “Recent Development Regarding Our Japan Bases,” January 21, 1971. 『集成第 16
期 第 9 巻』、126-128 頁。 
171 『中村悌次オーラル・ヒストリー 下巻』、90 頁。 
172 同、92-93 頁。 
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 この日地方紙の神奈川新聞が、米海軍横須賀基地が大幅に解雇予定を撤回するとともに、

第 7 艦隊旗艦の佐世保移駐も中止になったもようであると伝えた173。バーク司令官は 2 月

上旬に横須賀撤退作業の中止を既に命じていた。一方、国務省は、米大使館に米海軍が横

須賀に残留することを日本政府により決定されるよう外務省に根回しすることを求めたが、

ワシントンが承認するまで「母港化」の可能性を日本側に持ちださないようにとの指示も

与えていた174。これに対して米大使館では、これでは日本政府に SRF の問題、横須賀基

地の問題、厚木基地の運用の問題、そして「母港化」の問題とばらばらに提案することに

なるとして、「日本政府に働きかける前に母港化問題を解決」するようワシントンに求めた

175。 

 新聞報道を受けた国会質問に対し愛知揆一外相は前年 12月のSCCの方針についての変

更は何らなされていない旨の答弁を行った176。また吉野文六アメリカ局長はマイヤー大使

に SCC の横須賀に関する決定の変更の可能性に驚きを表明するとともに、5 月の今国会終

了まではいかなる変更もしないように強く求めた177。 

 

d 海幕から米側が横須賀基地に関する決定を変更する意向であることを伝えられた中曽

根防衛庁長官は、当初「合意の線を変更する考えはない」としていたが、内田海幕長や内

海倫防衛事務次官から説明を受けて、2 月下旬に至り「7 艦隊は国防のために、ぜひ必要」

としてその旗艦の移駐中止に同意した178。ただ中曽根長官は、移転取り止めを日本側から

言うことはできないとして、3 月 2 日に島田豊防衛施設庁長官を在日米軍司令部に来訪さ

せ、島田長官がリー（Richard M. Lee）参謀長と日本人従業員の解雇問題として協議を行

った。その前日には原子力巡洋艦トラクストンが、原潜以外で初めてとなる米海軍横須賀

基地への寄港を行っており、米海軍原子力艦艇の日本寄港は拡大していた179。 

 2 日には国務、国防両省の共同指示が米大使館に出され、「現状を超える横須賀基地への

母港化の可能性は提起せずに、前回の SCC 決定を変更して海自が基地機能を引き継ぐま

で米海軍が横須賀に残るとの米側の意向を日本政府が受け入れるか、またその際既に発表

                                                      
173 『神奈川新聞』1971 年 2 月 15 日。 
174 State018960, “Base Realignment and Homeporting,” February 4, 1971.『集成第 16 期 第 9
巻』、151-153 頁。 
175 Tokyo1068, “Base Realignment and Homeporting,” February 5, 1971.『集成第16期 第9巻』、

164-166 頁。 
176 「第 65 回国会衆議院内閣委員会議録第 1 号」（1971 年 1 月 15 日）16 頁。 
177 Tokyo1413, “Revision of US Navy Base Realignment in Japan,” February 18, 1971. 『集成第

16 期 第 9 巻』、195-197 頁。 
178 『中村悌次オーラル・ヒストリー 下巻』、94 頁。 
179 『神奈川新聞』1971 年 3 月 2 日。 
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した計画の変更の公表を日本側が手助けしてくれるかどうか」を日本側に確認するよう求

めた180。これを受けてスナイダー公使が、吉野アメリカ局長と安川外務審議官に横須賀駐

留の延長を打診した181。両者とも 12 月 21 日に公表したばかりの計画の変更をどう対外的

に説明するかが問題であると指摘した。安川外務審議官は好意的な反応を示し、「相互利益」

に基づき米海軍による横須賀 SRF の使用延長を日米共同で声明することを提案した。 

 3 月 5 日には吉野アメリカ局長から「愛知外相、中曽根防衛庁長官とも安川外務審議官

が提案した線で承認した」ことがスナイダー公使に伝えられた182。これは同日朝の閣議後

に愛知外相と中曽根長官が会い、協議を行った結果であった。11 日の国会で SRF 返還の

先送りについて問われた中曽根長官は、「防衛庁側がこの返還をおくらせているという事実

はありません」とし、変更は「米軍側の内部の事情」によるもので「われわれのほうと計

画案を調整」を求めている旨の答弁を行った183。 

 レアード国防長官が横須賀残留を承認したことを受け、スナイダー公使から吉野アメリ

カ局長に計画変更が正式に伝えられた184。3 月 26 日には第 7 艦隊旗艦の横須賀移駐は取

りやめとなり、SRF 返還は 1 年延期されることを日米で合意した旨が報じられた185。 

 日本側は 3 月 30 日に愛知外相、中曽根防衛庁長官、保利茂官房長官が、米側からの書

簡を協議してこれに合意した上、閣議でこれを了承した186。日米両政府による発表で、SRF

返還は 1972 年 6 月末まで延期され、それまでは米海軍が維持運営を継続すること、第 7

艦隊旗艦及び第 7 潜水艦群の一部の佐世保基地への移動は行われないこと、離職を予定さ

れていた日本人従業員約 4,300 名は引き続き雇用されることなどが明らかにされた187。同

時に中曽根防衛庁長官からは、この決定を「施設の効率的使用とわが国の防衛上の見地か

ら望ましいこと」とする談話が発表された188。 

 この計画変更の決定を受けて翌 4 月下旬に長野横須賀市長は、中曽根防衛庁長官、島田

防衛施設庁長官、吉野外務省アメリカ局長らを訪問し、地元市民らに動揺を与えたことを

                                                      
180 State034659, “Revision of US Navy Base Realignment in Japan,” March 2, 1971. 『集成第

16 期 第 9 巻』、201-202 頁。1968 年 11 月末には第 7 艦隊旗艦オクラホマシチーの家族が横須賀に

居住を始めた。 
181 Tokyo1936, “Yokosuka,” March 4, 1971. 同、218-219 頁。 
182 Tokyo1983, “Yokosuka,” March 5, 1971. 同、221 頁。 
183 「第 65 回国会衆議院外務委員会議録第 7 号」（1971 年 3 月 11 日）13 頁。 
184 State040995, “Revision of USN Base Realignment,” March 11, 1971. 『集成第16期 第9巻』、

230-231 頁。Tokyo2414, “Revision of USN Base Realignment,” March 17, 1971. 『集成第 16 期 第
9 巻』、235-236 頁。 
185 『朝日新聞』1971 年 3 月 26 日夕刊。 
186 同、1971 年 3 月 30 日夕刊。 
187 外務省情報文化局「在日米軍施設・区域の整理・統合計画の一部再調整について」（1971 年 3
月 30 日）。外務省ウエッブサイトにて入手。 
188 「防衛施設広報」第 275 号（1971 年 4 月 5 日）。 
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抗議した189。これに対し中曽根長官からは、「失業者が出なくてよかったではないか」と

の発言があり、長野市長は「全く的外れの誠意のない返事」と感じていた190。横須賀市で

は第 12 回 SCC での決定以降、基地対策協議会を開催したり、臨時職能更正センターを設

置したりと離職者対策を進めてきたことから、長野市長は「何のために大騒ぎしたのか」

との思いを持ち、「接収地はできるだけ多く返還してもらって横須賀市のものにしてしまお

うと決意」した。 

 

(２) 空母「母港化」の日本側への提案までの動き 

 

a 一方米側では空母「母港化」実現に向けた動きを始めた。5 月下旬にチャーフィー海軍

長官は、横須賀への空母 1 個任務群（第 1 段階では駆逐艦 6 隻及び要員、第 2 段階では攻

撃型空母 1 隻、空母航空群 1 個及び要員を対象。）の「母港化」について日本政府と早期

に交渉を開始するように提案した191。レアード国防長官は同月 29 日に第 1 段階の駆逐艦 6

隻の「母港化」について承認し、米大使館に駆逐艦 6 隻を横須賀基地に「母港化」するこ

とを日本政府に提起するようにとの国務省と国防省の共同指示が出された。しかし空母及

び空母航空群の「母港化」については承認されず、国務省はその扱いについて大使館に提

案を求めた192。 

 6 月上旬に大使館は国務省に回答し、「日本政府に対し空母の『母港化』も後に求めるこ

とを同時に伝えるべき」との見解を示した193。そして「ワシントンで決定がされ、日本政

府にこの問題を持ち出す最善の方法」は、空母やその艦載機の「母港化」とか「前方配備

（forward basing）」としてではなく、「家族の前方居住」として外務省の安川外務審議官

と交渉することであるとし、「家族が日本にいるので寄港期間は長くなるであろうが、日本

へ空母が寄港することには従来と変わりない」と説明すべきとした。訪日前の 6 月末にレ

アード国防長官は日本への空母「母港化」の可能性を大使館が日本側と協議することを承

認した194。7 月上旬に日本訪問を果たしたレアード長官は、5 日に退任直前の中曽根防衛

庁長官と会談したほか、9 日に佐藤総理と、10 日には内閣改造で新たに防衛庁長官に就任

                                                      
189 『神奈川新聞』1971 年 4 月 28 日。 
190 長野『横浜・横須賀六十年』、120-123 頁。 
191 Background Paper, “US Navy Homeporting in Japan,” December 21, 1971, JT00119, Digital 
National Security Archive (hereafter, DNSA). 
192 State095359, “Homeporting Additional Ships at Yokosuka,” May 29, 1971. 石井修外監修『ア

メリカ合衆国対日政策文書集成 第 16 期 日米外交防衛問題 1971 年・日本編 第 10 巻』（柏書房、

2005 年）、30-31 頁。  
193 Tokyo5455, “Homeporting Additional Ships at Yokosuka,” Jun 9, 1971. 同、48-50 頁。 
194 JT00119. 
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した増原恵吉長官とそれぞれ会談した195。これらの会談の中でレアード長官は、駆逐艦 6

隻及び空母の「事前配備（pre-positioning）」について日本側と協議を行った196。 

 マイヤー大使は安川外務審議官に国防長官と防衛庁長官との会談の模様を伝えた197。安

川外務審議官からは、「問題は検討中であり、好意的に研究している」旨の返答とともに、

空母の「事前配備」は深刻な問題を引き起こすとの言及があった。秋までに駆逐艦部隊を

配備することを海軍は望んでいたが、国会中には交渉が進まなかったことから大使館は、

国会が終了した 7 月末に外務省に対し早期に肯定的な決定をすることを求めた198。 

 増原長官の辞任を受けて就任した西村直己防衛庁長官は、8 月中旬に駆逐艦 6 隻の「家

族を米国が日本に持ってくることに異存はない」とする決定を行った199。そして 8 月 27

日に駆逐艦部隊と家族を横須賀に「事前配備」することに反対しないとの方針を西村防衛

庁長官が佐藤総理に報告し了承を得た200。その際発表はできるだけ控え目にすることや、

家族住宅の新規要求はないとの理解を総理に説明していた。9 月 1 日に米海軍は駆逐艦等

6 隻を日本の基地に配備することを発表した201。この決定に対し長野横須賀市長は、基地

返還後の具体的な利用計画について防衛施設庁と折衝を進めている折に、「基地増強とも見

られるこのような措置は市民をぐろうするもの」であり、基地返還が更に遅れることを心

配した。 

 

b こうした中、空母エンタープライズなど 2 隻の空母（1 隻は通常型）の母港に米軍横須

賀基地をするように米政府が希望しており、先の訪日時にレアード国防長官が直接要請し

たとする読売新聞記事が 9 月中旬に出た202。更に月末には、米国防省が日本に対し横須賀

基地を米空母の「恒久的母港」として要求したとの米国特派員記事が読売新聞に掲載され

た203。空母エンタープライズの横須賀寄港については、横須賀に夏にも寄港することを米

側が希望していると既に 6 月下旬に毎日新聞が報じていた204。 

                                                      
195 『朝日新聞』1971 年 7 月 5 日夕刊、10 日、10 日夕刊。 
196 State127468, July 15, 1971. 『集成第 16 期 第 10 巻』、61-62 頁。『朝日新聞』1971 年 7 月 8
日は、1 面で在日米当局筋の話として中曽根・レアード会談の際に米側が第 7 艦隊の任務を日本が一

部肩代わりすることを希望したと報じた。 
197 Tokyo6966, “Pre-positioning at Yokosuka,” July 16, 1971. 同、65-66 頁。   
198 Tokyo7454, “Prepositioning Desron at Yokosuka,” July 31, 1971. 同、69-71 頁。 
199 『中村悌次オーラル・ヒストリー 下巻』、98-99 頁。 
200 Tokyo8444, “Prepositioning Desron at Yokosuka,” August 27, 1971. 『集成第16期 第10巻』、

84-85 頁。 
201 『神奈川新聞』1971 年 9 月 3 日。 
202 『読売新聞』1971 年 9 月 13 日。 
203 同、1971 年 9 月 22 日。 
204 『毎日新聞』1971 年 6 月 24 日。 
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 このため 10 月 7 日の横須賀市議会本会議は、米原子力空母エンタープライズの横須賀

寄港反対決議を全会一致で採択し、「横須賀寄港に絶対反対」との意向を示した205。横須

賀市議会がこうした決議を行うのは初めてであり、翌 8 日には神奈川県議会においても米

原子力空母エンタープライズの横須賀入港反対に関する決議を賛成多数で採択した206。 

 一方で横須賀基地の整理、返還に関しては、10 月 4 日に高村清横浜防衛施設局長がその

方針を示して横須賀市の同意を求めた207。それは、久里浜倉庫地区、追浜地区及び制限水

域、衣笠弾薬庫、比与宇火薬庫の返還、廃止については条件付きで認めるが、SRF につい

ては、横須賀市の「平和産業への転用の意向を十分尊重して今後協議する」という内容の

ものであった。長野市長は、横須賀市の主張が大半は通ったと判断し、市政特別対策委に

報告し議会の同意を求めたが、保守、革新双方からの批判にあい、結局 14 日の市政特別

対策委は市に国との再交渉を促す意見書を全会一致で採択した208。 

 この状況を打開するため長野市長は 11 月初めの記者会見で国との話し合いに議会側代

表の参加を求める意向を表明した209。また議会の意見に基づいて横浜防衛施設局長あてに

照会した文書に対し、長野市長が「念が入った文書」とする横浜防衛施設局長からの回答

を得たことから、25 日の市政特別対策委で国の回答に同意することを決め、29 日に長野

市長から高村局長に同意の通知が送られた210。 

 この間 11 月 11 日には巡洋艦 1 隻、駆逐艦 5 隻からなる米第 7 艦隊第 15 駆逐戦隊が横

須賀港に入港し、横須賀基地への空母任務群「母港化」の第 1 段階が完了した211。一方、

10 月中旬以降沖縄返還協定などを審議するいわゆる沖縄国会が続けられていたが、11 月

下旬の衆議院本会議では社会党、共産党欠席のまま沖縄返還協定が賛成多数で可決される

とともに、政府に非核三原則の順守を求める非核兵器並びに沖縄米軍基地縮小に関する決

議が全会一致で採択された212。 

 

c 12 月上旬に空母「母港化」の動きは新たな展開を示す。12 月 3 日の東京新聞 1 面は、

「米海軍が攻撃型空母の母港を横須賀に要求、政府も常駐を認める方針を固め横須賀、厚

木地区で空母乗組員家族住宅の受け入れ準備に着手」したとする政府筋の話を伝えた213。

                                                      
205 『神奈川新聞』1971 年 10 月 8 日。 
206 同、1971 年 10 月 9 日。 
207 長野『横浜・横須賀六十年』、125-127 頁。 
208 『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』、369-371 頁。『神奈川新聞』1971 年 10 月 10 日、15 日。 
209 同、1971 年 11 月 2 日。 
210 「防衛施設広報」第 292 号（1971 年 12 月 20 日）。 
211 『神奈川新聞』1971 年 11 月 12 日。 
212 『読売新聞』1971 年 11 月 25 日。 
213 『東京新聞』1971 年 12 月 3 日。 
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米大使館ではこの記事内容を本国に伝えるとともに、在日米海軍司令部と相談した上で外

務省とも協議して対応要領を作成した214。米国防省は空母「母港化」を含む様々な海軍戦

力の有効活用策を検討しているが、いまだ結論は出ていないとの趣旨であった。日本政府

も同様の線で応答することとしたが、外務省は事前協議制度との関連性を避けるため、米

側が使用した「前方展開（forward deployment）」との語句を「母港化」に変更すること

を求めた。 

 さらに 12 月中旬には朝日新聞が、ニューヨーク・タイムス紙の報道として米国防省が

横須賀を空母機動部隊の母港とすることを希望し、既にレアード国防長官から非公式に日

本側に伝えられたと報じた215。この報道を受けた国会での質疑で福田赳夫外相は、7 月の

訪日の際にレアード国防長官が「当時の中曽根防衛庁長官に対しまして、航空母艦の家族

を横須賀に置きたい、こういうような希望のあることをそれとなく話した」という事実を

明らかにした216。その一方で福田外相は「まだ正式なお話しには接しておりません」し、

「総理には何ら御報告申し上げておりません」と答えていた。 

 12 月 20 日にジョンソン国務次官と非公式な会談を行った牛場信彦駐米大使は、「核の問

題」のため横須賀の空母「母港化」問題が難しくなることを心配していた217。これに対し

ジョンソン次官は、空母はこれまでも定期的に横須賀基地に寄港しており、「母港化」で変

わるのは、乗組員家族が横須賀地区に居住し、空母の寄港期間が若干延びることだけであ

ると答えていた。 

 同じ日の横須賀市議会本会議で横須賀基地への空母「母港化」について問われた長野市

長は、第 7 艦隊の空母が横須賀港を基地とすることは、「明らかに横須賀基地が軍事的行

動の基地となる憂いがある」として「絶対に反対をいたさねばならぬ」との意向を表明し

た218。27 日には津田神奈川県知事から佐藤総理らに対し横須賀母港化への反対が文書で示

された219。空母母港化により空母の横須賀寄港がひんぱんになるとともに艦載機の米軍厚

木基地利用も急増し、航空機騒音と航空機事故の不安が増えることを母港化反対の理由と

していた。厚木基地では 6 月末の日米合同委員会における一部返還と共同使用の合意を受

けて、海上自衛隊が 7 月 1 日から米海軍との共同使用を開始し、12 月 24 日には下総基地

                                                      
214 Tokyo11967, “Prepositioning CVA at Yokosuka,” December 3, 1971. 『集成第16期 第10巻』、

177-178 頁。 
215 『朝日新聞』1971 年 12 月 17 日。 
216 「第 67 回国会参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会会議録第 4 号」（1971 年 12 月 17
日）23 頁。 
217 State228253, December 20, 1971, JU01481, DNSA. 
218 『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、465 頁。 
219 『神奈川新聞』1971 年 12 月 28 日。 
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から厚木基地への部隊移駐を開始していた220。 

 28 日には長野市長と伊藤順市議会議長の連名による第 7 艦隊空母の横須賀母港化反対

要望書が福田外相、江崎真澄防衛長官らあてに提出された221。外相への要望書を提出する

ため外務省を訪問した長野市長らは吉野アメリカ局長らに申入れを行うが、この場で外務

省側から「米側から正式な要請があれば受け入れる」との政府の方針が伝えられるととも

に、市に対し米軍家族住宅の世話を頼む方針であることが伝えられた222。福田外相は、空

母母港化について「核には関係ない空母」の家族を横須賀に置くという「非常に控え目な

話」であり、「少なくとも事前協議の対象としての問題ではない」として「すぐこれはノー

だと、こう言えるか」と国会で答えていた223。 

 

d これに対し長野市長は、市報に掲載した 1972 年の新春のごあいさつの中で横須賀基地

に関する今後の問題として、「1 年延期された艦船修理部を平和産業へ転換すること」をあ

げるとともに、「アメリカの政策が流動し予見できがたい」ことから「基地都市横須賀の今

後の動向は、真剣に見きわめねばならぬ」と述べていた224。 

 1 月下旬には市議会が米空母の横須賀母港化反対に関する決議を全会一致で採択した225。

決議では「母港化は基地の恒久化」につながることから「容認することができない」とし

ていた。26 日に長野市長らはこの決議を外務省に提出するとともに SRF 返還の再延期が

ないよう要望するため吉野アメリカ局長を訪問するが、この場でも前回同様に横須賀母港

化の非公式の打診を受けた226。同日長野市長は米大使館を訪問し、「海自に 4，5 号ドック

を引き継ぐため米軍が保持を続けようとしており、これは基地の拡大につながることから

反対というのが横須賀市民の考えである」と伝えた227。 

市長の危惧のとおり外務省では 2 月初めにも関東平野に所在する米空軍基地の統合集約

計画である関東計画の発表と同時に米海軍による SRF4，5 号ドックの保有延長を発表す

るつもりであった228。そして福田外相は 2 月初めの衆議院予算委員会で、問題は 4，5 号

                                                      
220 神奈川県大和市議会編『大和市議会史 年表編』（神奈川県大和市議会、1993 年）392、398 頁。 
221 『横須賀市と基地』、19 頁。 
222 『神奈川新聞』1972 年 1 月 29 日。 
223 「第 67 回国会参議院沖縄返還協定特別委員会会議録第 8 号（その 1）」（1971 年 12 月 22 日）

39-40 頁。 
224 「広報よこすか」第 265 号（1972 年 1 月 1 日）。 
225 『神奈川新聞』1972 年 1 月 22 日。 
226 同、1972 年 1 月 29 日。 
227 Tokyo1116, “KPCP/SRF,” February 2, 1972. 石井修外監修『アメリカ合衆国対日政策文書集成 
第 19 期 日米外交防衛問題 1972 年・日本防衛問題/沖縄編 第 2 巻』（柏書房、2006 年）232-233
頁。 
228 Tokyo0723, “SRF,” January 21, 1972. 同、219-220 頁。 
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ドックであり、返還されて民有となった場合、「アメリカの艦船の修理を十分にやれるかど

うかという問題」があり、米軍と運輸省が協議している現状にあると答えた229。また江崎

防衛庁長官からは「アメリカの修理に支障を来たさない」との前提から「国有民営という

ような形」を考えている旨の答弁があった。 

 翌 5 日に横須賀市は、地元選出の 3 代議士も出席して基地対策協議会を開催し、SRF 返

還中止や米空母母港化に反対するために抗議活動を行うことを決めた230。8 日に地元選出

の田川誠一（自民党）、曾祢益（民社党）、松尾正吉（公明党）の各代議士が福田外相、江

崎防衛庁長官、丹羽喬四郎運輸相にそれぞれ会い SRF ドック（1 から 5 号）を既定通り返

還するよう求めたのに対し、3 大臣とも同時全面返還の考えを表明した231。この日佐藤総

理とこれら 3 大臣による SRF に関する会議も開かれたが結論は出なかった232。 

 こうした状況を受けて 2 月 12 日には横須賀市基地対策市民大会（大会委員長は伊藤市

議会議長）が市文化会館で開催されたが、一般市民 1,200 名余りも参加した横須賀市で初

めての基地問題をめぐる集会となった233。大会では米海軍艦船修理部の早期返還、米空母

の横須賀母港化反対の決議を満場一致で可決するとともに決議文を代表者が日米両政府や

関係者に提出することを決めた。 

 一方 16 日からは日米の関係者が集まり SRF に関する実務的な会議を開始した234。21

日に本国からの指示によりスナイダー公使が吉野局長に SRF 問題の早期決着を迫ったの

に対して、吉野局長は近いうちに解決するとの自信を示した235。長野市長は 3 月初めの市

会本会議で施政方針演説を行うが、「すでに 1 年延期せられた艦船修理部の返還は強く期

待する」とともに、「米空母の横須賀母港化など基地の増強は断じてとらざるところ」と改

めて主張した236。一方で米軍基地の返還については、「久里浜倉庫地区は来る 3月 22日に、

衣笠弾薬庫地区は 3 月 15 日に、それぞれ返還されることに決定し、追浜海軍航空隊施設

の残地も返還する旨の発表」があり、その進展を喜ばしいとしていた。2 月中旬の地元紙

のインタビュー記事でも長野市長は、1 から 3 号ドックを除いた米海軍横須賀基地の取得

                                                      
229 「第 68 回国会衆議院予算委員会議録第 1 号」（1972 年 2 月 4 日）20 頁。 
230 『神奈川新聞』1972 年 2 月 6 日。 
231 同、1972 年 2 月 9 日。 
232 Tokyo1409, “KPCP/SRF/P-3 Relocation,” February 10, 1972. 『集成第 19 期 第 2 巻』、268
頁。 
233 『神奈川新聞』1972 年 2 月 13 日。「広報よこすか」第 267 号（1972 年 3 月 1 日）。 
234 Tokyo1655, “SRF/KPCP: Status Report,” February 17, 1972. 『集成第19期 第2巻』、289-291
頁。 
235 Tokyo1728, “Yokosuka SRF,” February 21, 1972. 『集成第 19 期 第 2 巻』、296 頁。 
236 『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、853 頁。 
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を強調していた237。 

 3 月中旬に米大使館は、現在の SRF 交渉がうまくいった後、空母及び航空群の横須賀へ

の「長期展開（extended deployment）」（従来の「母港化」ないし「前方展開」にかわる

用語として日本側が使用を求めた表現。）問題につきその同意の感触を得たうえで日本政府

と協議を行うことにつき、在日米軍司令部及び在日米海軍司令部と合意した238。ただ大使

館はこの協議は、「現在のところ 1972 年初夏と予想される日本の政変まで実施すべきでな

い」との考えを本国に伝えた。3 月 21 日に離任の挨拶で佐藤総理を訪問したマイヤー大使

に対し佐藤総理は、「米海軍の SRF（4，5 号ドック）保有について日本政府は好意的であ

り、問題は公表の時期と方法だけである」と述べた239。 

 日米両政府は 3 月 31 日に SRF については、日米双方の協議が整うまでは「米海軍が従

来どおりこれを維持運営する」こととし、日本人従業員の解雇は行われないことを確認し

たことをそれぞれ発表した240。これにより SRF の返還は、三度にわたり変更されること

になった。 

 

(３) 空母「母港化」の提案とその実現 

 

a この決定に対し長野横須賀市長は、SRF 施設を「民間造船業に転用し、平和産業港湾

都市としての発展を所期している本市としては、はなはだしく不満」とする声明文を発表

した241。そして4月中旬開催の市政特別対策委は、市長からの経過説明を受けるとともに、

市長、市議会議長連名の横須賀海軍施設艦船修理部の返還及び攻撃型空母の横須賀母港化

反対についての要望書を外相、運輸相ら関係先に提出することを決定した242。一方米大使

館では決定変更に関する報道が小さくおおむね公表文に基づいたものであると本国に報告

するとともに、公表前に福田外相と丹羽運輸相が地元代議士と会談したことが状況の緩和

に役立ったと外務省が見ていることを伝えた243。 

 5 月 9 日にレアード国防長官は「長期展開」コンセプト（横須賀基地への攻撃型空母及

び空母航空群の「母港化」。）を承認するとともに、これを日本政府と交渉するに際しロジ

                                                      
237 『神奈川新聞』1972 年 2 月 18 日。 
238 Tokyo2608, “Extended Deployment of CVA/CVW at Yokosuka,” March 14, 1972. 石井修外監

修『アメリカ合衆国対日政策文書集成 第 19 期 日米外交防衛問題 1972 年・日本防衛問題/沖縄編 第
3 巻』（柏書房、2006 年）、41-42 頁。 
239 Tokyo2872, “Sato Re US Military Facilities in Japan,” March 21, 1972. 同、48-49 頁。 
240 「防衛施設広報」第 299 号（1972 年 4 月 5 日）。 
241 『神奈川新聞』1972 年 4 月 1 日。 
242 『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』、373 頁。 
243 Tokyo3381, “SRF: Press Coverage,” April 3, 1972. 『集成第 19 期 第 3 巻』、74-75 頁。 
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ャース国務長官に支援を求める書簡に署名した244。この承認を求める覚書では前段の駆逐

艦部隊の横須賀母港化は大変満足のいくもので、日本で悪く報道されていないことから、

空母母港化を日本政府に持ち出すタイミングであるとしつつ、レームダック化した佐藤政

権において日本政府の同意を求めることは得策でないとみていた。 

 レアード長官は、横須賀における空母「母港化」の第 2 段階に進むうえで十分に経験を

踏んだので空母の「母港化」に必要な行動を進めるとした書簡をロジャース国務長官に出

した245。そこには、その目標期限は 1973 年 3 月以降であり、4,513 名の軍人が乗船する

こと、家族 800 世帯が横須賀に新たに居住すること、飛行群の慣熟訓練のため厚木基地を

周期的に使用することが必要であるとされていた。さらに米海軍が 1972 年 10 月以降まで

に戦闘補給艦（AFS）2 隻を佐世保に「母港化」する計画であることが付け加えられてい

た。 

 5 月 26 日にロジャース国務長官が不在のため長官代行を務めるジョンソン国務次官か

らレアード長官に回答の書簡が送られた246。書簡でジョンソン国務国務次官は、「東アジ

アに攻撃型空母を配備することは大変望ましい」としつつ「在日米軍基地を最大限に制限

のない状態で使用」するためには、「我々と安全保障観を共有する日本の友人たちの政治的

立場を弱めないこと及び防衛に関する問題で緊張を高めないこと」が必要であるとして、

「マニラ湾とか他の選択肢はないのか」、「核兵器を搭載しないで日本に母港化できないの

か」という点につきレアード長官の見解をたずねていた。 

 これに対し 6 月 17 日にロジャース長官に送った返信でレアード長官は、先の書簡は「母

港化」の「多くの積極的な側面を見ずに、あまりに悲観的」であるとして「安保体制の基

本的側面に係る国民的政治的論争を招くことなく処理することは可能」と判断していた247。

公式の事前協議を回避することは米国の利益であるとの見解には同意しつつも空母の日本

配備はそもそも事前協議の対象ではないと考えているためであった。現に駆逐艦 6 隻の「母

港化」は事前協議ではなく通告の問題として扱われたこと、過去 20 年間空母が横須賀基

地に寄港や修理で入港していることと違いはないというのがその理由であった。 

 また核兵器の問題についても「日本は、米国が核戦力の維持を必要と考えていること及

び米国の核のカサが自らに必要であることを認識している」とした上で、核兵器なしで空

                                                      
244 Memorandum for the Secretary of Defense, “Homeporting of CVA and Combat Stores Ships 
(AFS) in Japan,” May 4, 1972, JA00053, DNSA.  
245 Letter from the Secretary of Defense to the Secretary of State, May 9, 1972, JU01536, 
DNSA.  
246 Letter from the Acting Secretary of State to the Secretary of Defense, May 26, 1972, 
JU01541, DNSA,. 
247 Letter from the Secretary of Defense to the Secretary of State, Jun 17, 1972, JU01562, 
DNSA.  
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母を「母港化」することは、「軍事的には非現実的で、法的にも不要」であるとした。そう

した「母港化」は、軍事的効率を低下させ、核を搭載している他の戦力との選択の上で困

難を生じさせるものであり、1963 年 4 月の大平・ライシャワー会談で「日本の領海や港

湾にいる艦船上の核兵器には事前協議の条項は適用しない」としたライシャワー大使の理

解を大平外相が確認した以降この解釈の変更はないとレアード長官は理解していた248。 

 

b 5 月半ばに沖縄の施政権返還を無事なし遂げた佐藤総理は 6 月 17 日に正式に引退を表

明した249。7 月 5 日の自民党総裁選挙の勝利により就任した田中角栄自民党総裁が 7 日に

総理に指名され、田中内閣が発足した250。外相には田中内閣の誕生に一役を担った大平正

芳が就任した。この新政権の誕生ともに空母「母港化」の動きが加速する。 

 田中総理は 8 月 31 日と 9 月 1 日に米国ハワイでニクソン大統領との日米首脳会談を行

った251。会談後の共同発表では「日米安保条約を維持するとの両国政府の意図を再確認し、

同条約の円滑、かつ、効果的な実施を期するため、両国政府が緊密な協議を通じ、引続き

協力することに合意」した旨が示された。田中総理に同行した大平外相は、8 月 31 日にジ

ョンソン国務次官とインガソル（Robert S. Ingersoll）大使とホノルルのホテルで日本へ

の空母「母港化」について初めて話し合いを持った252。 

ジョンソン次官は、この話し合いで結論は求めないとした上で母港化の背景、他国（ギ

リシャ、英国、西独）との交渉、日本への駆逐艦部隊「母港化」の実績に触れながら横須

賀への攻撃型空母 1 隻の「母港化」を希望した。これにより「米国を母港とした場合には

2，3 隻の空母が必要となる西太平洋への空母常駐を 1 隻の空母で行うことができる」とし、

「唯一の違いは乗組員家族がサンディエゴではなく横須賀に住むこと」とした。そして母

港化による新規家族住宅の要求はなく、「800 世帯の家族を横須賀市民の隣人として加える

だけ」と述べた。更に「母港化」において安保条約に基づく事前協議は不要であるとの見

解を示し、その根拠に 1963 年の大平・ライシャワー会談の状況から変化がないことをあ

げた。これに対し大平外相は、「この問題を検討してきたアメリカ局から話は聞いており、

私自身でもこの問題を大変真剣に熟考したい」と述べた。 

 9 月 1 日の神奈川新聞は、日米首脳会談で米国が横須賀を攻撃型空母の母港にするよう

                                                      
248 大平・ライシャワー会談については、豊田『日米安保と事前協議制度』、116-119 頁を参照。 
249 中島『高度成長と沖縄返還』、283 頁。 
250 若月秀和『大国日本の政治指導 1972-1989』（吉川弘文館、2012 年）、7 頁。 
251 『日米関係資料集』、870-874 頁。 
252 Memorandum of Conversation, “Homeporting of CVA in Japan,” August 31, 1972, JU01629, 
DNSA. 
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日本側に要請するとの防衛庁関係者の観測記事を掲載した253。これについて長野市長は

「基地の拡大強化につながる空母母港化には反対」とする従来からの姿勢を表明した。8

日には 4 月中旬に行なわれた米下院歳出委員会対外活動分科委員会の聴聞会におけるレア

ード国防長官の証言が公表され、第 7 艦隊による在日米軍基地の使用を拡大するとの要請

があり得るとの記事とともに、空母や原潜の「母港化」の可能性を外務省筋が示唆する記

事が朝刊各紙に掲載された254。 

 12 日の国会で横須賀への空母「母港化」の米側要請について問われた大平外相は、「日

米首脳会談では、その横須賀の問題は議題にも話題にもなりませんでした」としつつもこ

の問題は以前から聞いておるとし、「われわれもいろいろな角度から検討」していることを

認めた255。この答弁に関連して長野市長は、「第 7 艦隊の横須賀母港化が米国の意向であ

ることは前々から聞いている」として「狭い市内に米軍住宅をこれ以上増やすことは無理」

であり「母港化には絶対反対」と話した256。 

 長野市長は 14 日に、新たに就任した外務省の大河原良雄アメリカ局長を表敬訪問し、

空母「母港化」の可能性について話を持ち出した257。市長は、「できる限り米海軍とは協

調したい」との希望を示すとともに、「SRF 問題が完全に解決しなければ空母問題は議論

を呼ぶ」との懸念を表明した。そして「母港化の検討は静かにそしてタイミングに注意を

払って処理すべき」と主張した。 

 長野市長は 25 日の市議会本会議の一般質問に対する答弁で「横須賀にはたびたび空母

は入っている」としたうえで、空母の一部家族は「民間の住宅を借りて住みたい」とする

意向をもっており、「まあ空母 1 隻の寄港につきましては、私はこれを母港化というべき

かどうかという問題があると思う」とする答弁を行った258。「市民の生活を破壊し、ある

いは不安におとしいれる」空母エンタープライズの寄港や米軍住宅の増加には反対である

が、これにあたらぬ「母港化」には反対しないとの姿勢を示した。 

 さらに長野市長は 30 日の記者会見で SRF の 1 から 5 号ドックの返還問題について、条

件付きで 1 から 3 号ドックの自衛隊使用を容認するとの考えを示した259。そして長野市長

は、10 月 3 日の市議会本会議の答弁で「空母の母港化というほどの、一つの定義づけるほ

                                                      
253 『神奈川新聞』1972 年 9 月 1 日。 
254 同、1972 年 9 月 8 日。 
255 「第 69 国会衆議院内閣委員会議録第 4 号（閉会中）」（1972 年 9 月 12 日）3 頁。 
256 『神奈川新聞』1972 年 9 月 13 日。 
257 Tokyo9937, “Press Guidance for CVA Extended Deployment,” September 15, 1972. 石井修外

監修『アメリカ合衆国対日政策文書集成 第 19 期 日米外交防衛問題 1972 年・日本防衛問題/沖縄編 
第 4 巻』（柏書房、2006 年）、93-94 頁。 
258 『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、468-469 頁。 
259 『神奈川新聞』1972 年 10 月 4 日。 
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どのものでないならば、私どもはこれを拒否するという理由もない」との考えを示すとと

もに、同日夕方の記者会見で「1 隻の空母が横須賀に配属になり、家族が移住してくるだ

け」であるとして空母「母港化」を容認する意向を改めて表明した260。 

 

c 長野市長の空母「母港化」容認発言は市議会においても波紋をまねき、4 日に開かれた

総務常任委員会では、与野党双方の議員から市議会の決議を無視する議会軽視との批判が

なされた261。これに対し長野市長は、基地問題には国との調整もありうることで、市長の

立場上仕方ないと答えていた。 

長野市長は 8 月初頭に横須賀基地の返還に関する文書について島田防衛事務次官や高松

敬治防衛施設庁長官らと会談して確認をした際に、「米軍は SRF を返還する気がなくなっ

ている」こと、制限水域の解除についても「第 7 艦隊から様々な条件が付いてきた」もの

と判断していた262。 

そこで長野市長は米海軍と直接折衝する決意を決め、9 月中旬にバーク在日米海軍司令

官らと会談を行うが、その際に追浜制限水域の早期解除を要請するとともに、米側からは

横須賀への空母の「母港化」に同意を求められた263。9 月 22 日に再びバーク司令官らと会

談した際に「追浜地先制限水域を無条件で解除する」とともに空母の「基地として家族が

居住する」ことを双方が了解することで合意した。長野市長の考えでは、空母「母港化」

反対の大きな理由は原子力空母エンタープライズの横須賀入港であり、通常型空母は過去

にも入港の実績がありとりわけ拒否する理由もないことから、これを拒否することは日米

両国間の問題となること、またこれを認めて米側から基地の返還を得ることが横須賀市の

将来のため得策と判断したためであった。 

 10 月 4 日に増原防衛庁長官を表敬訪問したクレアリー（Bernard A. Clarey）米太平洋

艦隊司令官は横須賀に空母乗組員家族を居住させることを要請した264。7 日に米大使館に

出された国務、国防両省の指示では、先の大平・ジョンソン会談における提案にひき続く

交渉を日本政府と月末までに開始することを求めた265。この指示では、空母「母港化」に

関する従来からの説明とともに、背景情報として、横須賀への入港期間は月平均で 15 か

                                                      
260 『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、470 頁。『朝日新聞』1972 年 10 月 4 日。 
261 『神奈川新聞』1972 年 10 月 5 日。 
262 長野『横浜・横須賀六十年』、128-134 頁。 
263 『朝日新聞』1972 年 10 月 15 日によれば、9 月下旬の米太平洋艦隊支援部隊司令官との会談の

結果とされる。また長野正義「懸案解決のための母港化」『エコノミスト』第 50 巻（第 53 号）（1972
年 12 月 12 日）、42 頁によれば、市長が「ハワイへ行って米軍側と直接折衝し、その結果」とされ

る。 
264 『読売新聞』1972 年 10 月 5 日。 
265 State184073, “Extended Deployment of CVA/CVW,” October 7, 1972, JU01650, DNSA.  
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ら 16 日くらいとなること、空母及び航空群の「母港化」目標は 1973 年 6 月であること、

軍人 4,510 名が増えること、横浜の家族住宅返還スケジュールには影響のないこと、空母

の横須賀入港時には厚木基地における米海軍（航空機）の運用は増えるが、日米地位協定

の第 2 条 4 項（ｂ）に基づく共同使用に変化はないことを明らかにしていた。 

 15 日に行われた市議会本会議では各党議員から空母「母港化」容認の市長発言につき緊

急質問がなされたが、長野市長は先に述べた「母港化」に対する自らの考えと米側との交

渉につき説明するとともに、「空母 1 隻が入港を希望するということの問題」は「いわゆ

る恒久化、母港としての恒久化ではない」との考えを改めて示した266。津田知事も 17 日

の記者会見で長野市長の「母港化」同意発言について横須賀市議会の同意が得られればこ

れを尊重するとの意向を示し、これまでの空母「母港化」反対の姿勢を変化させ、地元の

意見としては横須賀市を第 1 義に考えていることを明らかにした267。 

 長野市長は 14 日にクレアリー太平洋艦隊司令官、19 日にインガソル大使ら米関係者と

の会談を重ねる268。同じ 19 日にワシントンでスナイダー国務次官補代理と会談した大河

原アメリカ局長からは、長野市長の「母港化」受け入れを確実にするために日本政府が米

側に求めた対応の現状が示された269。また大河原局長は東京での交渉は終局に近づいてい

るとしつつ、12 月中旬に予想されている総選挙の終了まで空母「母港化」の公表を米側が

行わないことを米側に求めた。10 月末日の日米担当者の会議で、SRF の 4，5 号ドックの

共同使用覚書に双方が合意するとともに、厚木基地における騒音問題については日本側が

対応する意向を示したことから空母「母港化」に関連するすべての問題が解決した270。 

  

d 11 月 7 日の米国大統領選挙でニクソン大統領が再選され、翌週の 13 日には衆議院が

解散された271。これを受けて 11 月 15 日にシュースミス（Thomas P. Shoesmith）公使か

ら大河原アメリカ局長に対し空母ミッドウェーの横須賀への「母港化」を正式に要請する

書簡が手交された272。書簡には計画が 1973 年春に開始され、3 月か 4 月から乗組員家族

約 1,000 世帯の一部が横須賀に居住を開始し、夏までに大部分が移住を終え、9 月か 10

月に全家族の移住が完了するとの予定が示されていた。 

                                                      
266 『神奈川新聞』1972 年 10 月 15 日。『横須賀市議会史 資料編Ⅲ（1）』、472 頁。 
267 同、1972 年 10 月 18 日。 
268 長野『横浜・横須賀六十年』、135 頁。 
269 State192733, “US/Japan Base Issues,” October 21, 1972.『集成第 19 期 第 4 巻』、143 頁。 
270 Tokyo11700, “Extended Deployment Discussions with GOJ,” November 1, 1972. 同、154-155
頁。 
271 若月『大国日本の政治指導 1972-1989』、12 頁。 
272 Tokyo12224, “CVA Homeporting,” November 14, 1972.『集成第 19 期 第 4 巻』159-160 頁。

Tokyo12384, “CVA Extended Deployment,” November 17, 1972. 同、162 頁。 
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 これを受けて同日付の大河原アメリカ局長から長野市長あての米海軍横須賀基地に関連

する諸問題についてとの照会文書により政府は、横須賀市に空母「母港化」への協力を求

めた273。同文書では通常型空母 1 隻の乗組員家族を「市内及び周辺の民家を借り上げて居

住」させるもので、「新たな施設・区域の提供を要するもの」でなく、原子力空母の「本邦

寄港は現在全く考えられていない」としていた。また米側が追浜制限水域の一部解除に同

意するとともに、SRF（1 から 5 号ドック）問題については、日米間で結論に至らなかっ

たことから中間措置として、1 から 3 号ドックは海上自衛隊が、4，5 号ドックは民間企業

が共同使用するとしていた。またこれに合わせて安斉正邦横浜防衛施設局長から長野横須

賀市長に対し SRF（1 から 3 号ドック）の海自による共同使用について市長の同意を要請

する文書が出された。 

市議会は 17 日に開催された市政特別対策委においてこれら 2 件について長野市長から

説明を受けるとともに質疑を行うが、賛成する意見が多数をしめた274。これを受けて長野

市長は 21 日付で大河原アメリカ局長に回答を送り、空母「母港化」を了承するとともに、

SRF の中間的措置としての共同使用を「現状においてはやむを得ない」として容認した275。

回答の中で市長は、原子力空母の寄港は「将来にわたってもないように特に配慮」を求め

ていた。そして 27 日の市議会本会議で市長の受け入れ回答に反対する基地問題に関する

意見書を賛成少数で否決したことから、市議会も長野市長の意向に同意することとなった

276。 

 これを受けて 11月 30日に大河原アメリカ局長からシュースミス公使にあてた書簡で日

本政府は空母「母港化」計画に「反対はない」との回答を行った277。書簡では米海軍当局

が横須賀市民との良い関係を維持する努力を継続するよう求めていた。大河原局長は、特

にこの点への注意を払うようにシュースミス公使に求めるとともに、長野市長が原子力空

母の横須賀寄港が行われないように求めていることを付け加えた。これに対して公使は、

基地と市民との良好な関係維持に努力する意向を示す一方で、原子力空母の寄港の可能性

を米国政府としては排除することはできないと答えた。 

 

e 空母「母港化」の受け入れの動きを受けて米軍厚木基地が所在する大和市では横須賀へ

の空母「母港化」により騒音被害の増大が懸念されることから政府に最善の措置をとるよ

                                                      
273 「防衛施設広報」第 315 号（1972 年 11 月 20 日）。『朝日新聞』1972 年 11 月 17 日。 
274 同、1972 年 11 月 18 日。『横須賀市議会史 記述編Ⅱ』、375 頁。 
275 『神奈川の米軍基地』、59、197 頁。 
276 長野『横浜・横須賀六十年』、134 頁。『毎日新聞』1972 年 11 月 28 日。票決は、賛成 22、反対

23 の僅差であった。 
277 Tokyo12867, “CAV Deployment,” November 30, 1972. 『集成第 19 期 第 4 巻』、172-174 頁。 
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うにとの要望を 11 月 22 日に行った278。また 12 月 8 日には石井正雄市長が米海軍厚木基

地司令官に空母ミッドウェーの横須賀「母港化」に反対を申し入れ、司令官からは艦載機

の着艦訓練はこれまでどおり厚木基地では実施しないとの回答を得た。 

 12 月 10 日の総選挙を受けて、15 日に在日米海軍司令部は母港化準備がほぼ終了したこ

とを明らかにした279。また同日米国防省は来春にも空母ミッドウェーが母港を横須賀に移

すことを発表した280。さらにサンディエゴの海軍当局は、海軍航空隊の飛行士 600 名が日

本に移駐する旨を発表した。同日の横須賀市議会本会議では、米空母の母港化に反対する

意見書 4 件を賛否同数の上、議長採決で不採択とした。これにより翌 1973 年には横須賀

の空母「母港化」が実現することが確実となった。1973 年 1 月末の衆議院本会議で空母

「母港化」について問われた田中総理は、「空母の横須賀母港化問題は、空母の乗り組み員

家族を横須賀基地及びその周辺の民間の借家に居住させようというものであり、安保条約

及びその関連取りきめ上問題がない」との答弁をし、「日米軍事同盟の再編強化」との見方

を否定した281。 

 一方横須賀基地の返還については、1972 年 12 月中旬の日米合同委員会で横須賀海軍隣

接水域（追浜地先提供水域）の一部返還が合意された282。また 1973 年 5 月下旬には安斉

横浜防衛施設局長から長野市長に SRF （1 から 5 号ドック）の共同使用について、使用

区域の同意要請があった。これは日米間で特別作業班を設けて検討してきた SRF の海自

と民間の使用範囲が確定したことから市に同意を求めたものであった283。さらに 6 月上旬

の旧軍港市国有財産処理審議会において SRF（1 から 5 号ドック）の共同使用が承認され

た284。そして 6 月 11 日に市長は横浜防衛施設局長に対し先の要請は「現状においては止

むを得ないものとして同意する」との回答を送った。 

 7 月初めに行われた横須賀市長選挙では長野市長の下で助役を務めた二人の候補者が、

保守、革新に分かれて戦ったが、保守系の支持を受け、米軍基地の恒久化に反対し、基地

の縮小と集約化、米空母母港化の早期解除を公約した横山和夫前助役が当選した285。在日

米海軍司令部は、7 月 9 日に空母ミッドウェー乗組員家族の移住が開始されたことを発表

                                                      
278 『大和市議会史 年表編』、410 頁。 
279 『朝日新聞』1972 年 12 月 15 日夕刊。発表では空母乗員が横須賀に居住することを強調してい

た。 
280 『神奈川新聞』1972 年 12 月 17 日。 
281 「第 71 回国会衆議院会議録第 5 号」（1973 年 1 月 30 日）7 頁。 
282 『横須賀市と基地』、22 頁。 
283 『神奈川新聞』1973 年 6 月 5 日。 
284 旧軍港市国有財産処理審議会は、旧軍港市転換法第 7 条に基づく旧軍用財産の処理に関する大

蔵大臣の諮問機関であり、当時は大蔵、建設両事務次官や関係県知事や市長を委員としていた。 
285 『神奈川新聞』1973 年 7 月 3 日。 



42 

した286。同日長野市長は 16 年間の市長職を終え退任したが、市報に掲載された退任あい

さつの中で、基地問題は「10 年間に及ぶ大きな悩み」であったとし、中でも「空母の母港

化を容認したことは、私の最も悩み苦しんだこと」と述懐していた287。 

 9 月中旬に空母ミッドウェーはカリフォルニア州のアラメダ海軍基地を出港した288。9

月 13 日に開かれた大和市議会本会議は、厚木基地への海自航空集団司令部の移駐反対や

米空母ミッドウェーの横須賀港母港化反対などを求める厚木基地諸問題の解決促進に関す

る陳情を賛成少数で不採択とし、母港化に反対しない姿勢を明らかにした289。27 日には空

母ミッドウェーの艦載機 3 機が厚木基地に飛来した290。  

 外務省から空母ミッドウェーが翌日入港するとの通知を受け取った横山市長は、10 月 4

日に声明を発表し、空母入港は「憂慮に耐えないが、現状ではやむを得ない」と述べた291。

翌 10 月 5 日午後に空母ミッドウェーは革新団体などが反対運動を行う中、新たな母港と

なった横須賀基地への入港を果たした292。 

 

おわりに 

  

 横須賀への空母ミッドウェーの「母港化」が実現するまでの過程を、戦前の横須賀への

海軍基地の設置から米軍基地再編の動き、米原子力軍艦の日本への寄港問題とあわせて見

てきた。   

ここで本章において触れることができなかった日本以外における空母「母港化」の動き

について簡単に触れておきたい。米海軍は当初佐世保とともにギリシャのアテネにも空母

配備を計画していた。1972 年 1 月の米上院外交委員会の秘密公聴会でズムワルト海軍作

戦部長が「母港化」の説明を行ったが、これが翌日に報道された。このため米国は、ギリ

シャ政府に「母港化」の意向を表明し、2 月に交渉を開始するが、両国はまもなくアテネ

近郊のピレエフスに米第 6 艦隊の海軍基地を設置し空母等の基地とすることに合意した。

そして 9 月からは横須賀同様に駆逐艦 6 隻からなる部隊の配備を開始した。しかしながら

第 2 段階に入ろうとした 1973 年以降のギリシャの政治動向（6 月に王制廃止、11 月に軍

右翼によるクーデター、1974 年 8 月に NATO からの離脱を表明等）により結局空母の「母

                                                      
286 『朝日新聞』1973 年 7 月 10 日。 
287 「広報よこすか」第 283 号（1973 年 7 月 1 日）。 
288 『読売新聞』1973 年 9 月 11 日夕刊。 
289 『神奈川新聞』1973 年 9 月 15 日。 
290 同、1973 年 9 月 28 日。 
291 同、1973 年 10 月 5 日。 
292 同、1973 年 10 月 6 日。 
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港化」は頓挫した。 

 これに対して日本における空母「母港化」は大変慎重に時間をかけて進められた。その

前段とも言える原潜の寄港は最初の提案から 3 年半をかけて、また原子力空母の寄港につ

いては 2 年以上の水面下の交渉を含む様々なやりとりを経て実現に至った。そして横須賀

への空母「母港化」についても 2 年半以上にわたり交渉を続け、地元からの了解を得た上

で実現にこぎつけた。その間これら問題が政権維持に大きな影響を与えないようなタイミ

ングと問題設定を行った。これは「母港化」について「前方配備」、「事前配備」、「長期展

開」、「海外家族居住計画」という様々な表現を経たことにも端的に表れていると思える。

「配備」という事前協議制度を想起させる用語を避けるとともに「居住」を強調すること

で過去の空母入港との違いを家族住宅の問題に収斂させ、さらには政治的に大きな問題と

なり得る核の問題の回避を図ったと考えられる。 

 また米第 7 艦隊が西太平洋で機能発揮を行うのに欠かせない横須賀基地の整備補修機能

を維持するうえにも「母港化」は大きな役割を果たした。「母港化」の提案がなければ横須

賀基地は佐世保基地に集約され、横須賀のドック施設は民間所有になる可能性もあった。

「母港化」をめぐる地元との交渉において横須賀基地の不用施設の返還、地元への譲渡が

決まった半面で横須賀基地の肝とも言える艦船修理部はその維持が決まった。これは第 7

艦隊が日本の防衛及び西太平洋の安全保障上欠かせないものであり、そのためには横須賀、

佐世保両基地の機能を維持することが不可欠であるとの日米共通の認識によるものであっ

たと考えられる。 

 

（防衛研究所戦史研究センター主任研究官） 


